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第１章 人事委員会関係 

 

第１節 人事委員会 

 

１ 人事委員会の設置 

  地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第７条第１項の規定により、都道府県は条例で人事委員

会を設置することとされ、長崎県においても、昭和２６年６月１２日に長崎県人事委員会設置条例（昭

和２６年長崎県条例第３３号）が公布され、長崎県人事委員会が設置された。 

 

２ 人事委員会委員 

  人事委員会は、地方公務員法第９条の２第１項において、３人の委員をもって組織すると規定されて

おり、その委員は、同条第２項の規定により、議会の同意を得て、地方公共団体の長（知事）が選任

するとされている。 

  なお、委員の任期は、４年とされている（地方公務員法第９条の２第１０項）。 

 

（令和３年度） 

区 分 氏   名 任      期 備   考 

委員長 水 上  正 博 

令和元年７月７日  ～ 令和５年７月６日 

[２期目] 

（委員長 平成 27年７月７日～） 

弁 護 士 

委 員 本 田  哲 士 
平成 30年７月 25日 ～  令和４年７月 24日 

[１期目] 

元長崎県 

県民生活部長 

委 員 中牟田 真一 
令和元年７月 16日 ～  令和５年７月 15日 

[１期目] 

長崎経済同友会 

代表幹事 

 

３ 人事委員会の権限 

  人事委員会は、次に掲げる事務を処理する（地方公務員法第８条）。 

 (1) 人事行政に関する事項について調査し、人事記録に関することを管理し、及びその他人事に関する

統計報告を作成すること。 

 (2) 給与、勤務時間その他の勤務条件、研修及び勤務成績の評定、厚生福利制度その他職員に関する制

度について絶えず研究を行い、その成果を地方公共団体の議会若しくは長又は任命権者に提出する

こと。 

 (3) 人事機関及び職員に関する条例の制定又は改廃に関し、地方公共団体の議会及び長に意見を申し出

ること。 

 (4) 人事行政の運営に関し、任命権者に勧告すること。 

  (5) 給与、勤務時間その他の勤務条件に関し講ずべき措置について地方公共団体の議会及び長に勧告す

ること。 

 (6) 職員の競争試験及び選考並びにこれらに関する事務を行うこと。 

 (7) 職員の給与が地方公務員法及びこれに基く条例に適合して行われることを確保するため必要な範囲

において、職員に対する給与の支払を監理すること。 

  (8) 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び必要な措置を

執ること。 

  (9)職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決をすること。 

(10) (8)、(9)に掲げるものを除くほか、職員の苦情を処理すること。 

(11) (1)から(10) までに掲げるものを除くほか、法律又は条例に基づきその権限に属せしめられた事務。 
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４ 人事委員会の開催状況（令和３年度） 

令和３年度中、委員会は３１回開催され、付議された議案は１２９件であった。 

 

回 数 事項別

1 民間給与実態調査について

2 選考採用職の指定等について（知事部局）　

3 正規の試験に準ずる試験について（知事部局）

4 令和３年度長崎県職員採用試験施行計画の決定について

5 民間企業等職務経験者（U・Iターン型）及び海外活動等経験者採用

選考試験の実施について

6 週休日及び勤務時間の割振りの特別な定めについて

1 職員の昇任選考について（知事部局）

2 職員の昇任選考について（教育庁）

3 職員の昇任選考について（警察本部）

4 採用選考結果報告について（教育庁）

5 採用選考結果報告について（警察本部）

6 採用選考結果報告について（交通局）

7 職員からの苦情相談の状況について

8 「平成２９年（審）第２号事案」に係る「代理人選任届」及び「代理人解任

届」の提出について

9 「令和２年（審）第１号事案」に係る「代理人選任届」及び「代理人解任

届」の提出について

7 職員の採用選考について（知事部局）

8 大規模災害への対処その他の重要な業務であって公務の運営上真に

やむを得ない事由に係る特例業務の承認について（２月分）

9 措置要求の取扱いについて

1 選考採用事務実施計画について（知事部局）

2 長崎県地方公務員労働組合共闘会議からの要求について

3 令和３年度長崎県職員採用試験（大学卒業程度：行政Ｂ）の第1次試験

受験状況（合格者数）について

1 民間給与実態調査の対象事業所変更について

2 令和３年５月～６月の人事委員会日程等について

付　議 10 正規の試験に準ずる試験について（知事部局）

1 選考採用事務実施計画について（知事部局）

2 採用選考結果報告について（交通局）

3 公益法人等への職員の派遣状況について

4 長崎県公務・公共業務労働組合共闘会議からの要求について

5 「令和２年（審）第１号事案」に係る反論書及び書証申出書の提出に

ついて

報　告
第3回

(3.5.11)

第１回
(3.4.9)

付　議

項 目

報　告

第2回
(3.4.26)

付　議

報　告

その他
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回 数 事項別

11 選考採用職の指定等について（警察本部）

12 職員の採用選考について（知事部局）

13 一般任期付職員の採用について（知事部局）

14 通勤手当の支給に関する特例について

15 教育職から本庁課長等に任用される職員の令和３年度期末手当及び

勤勉手当の特例について(教育庁)

16 採用候補者名簿の失効について

17 大規模災害への対処その他の重要な業務であって公務の運営上真に

やむを得ない事由に係る特例業務の承認について（５月分）

1 選考採用事務実施計画について(知事部局)　

2 選考採用事務実施計画について(警察本部)

3 教育職給料表(二)等の適用を受ける校長のうち期末手当及び勤勉手当

の職務段階別加算割合を100分の20とする職員について(教育庁）

4 警部・警部補・巡査部長昇任試験実施計画の変更について

その他 1 令和３年６月～７月の人事委員会日程等について

18 令和３年度長崎県職員採用試験（大学卒業程度：行政Ｂ）の合格者

の決定及び採用候補者名簿の確定について

19 令和３年度就職氷河期世代を対象とした長崎県職員採用選考試験の

実施について

20 選考採用職の指定等について（知事部局）

21 選考採用職の指定等について（教育庁）

22 職員の採用選考について（知事部局）

23 職務に専念する義務の特例を定める規則第２条第５号に基づく承認に

ついて

24 長崎県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管理職員

等の範囲を定める規則の一部改正について

1 令和３年度長崎県職員採用試験（大学卒業程度・警察官Ⅰ類（男性・

女性）[第１回]）及び長崎県職員採用選考試験（民間企業等職務経験

者（Ｕ・Ｉターン型）・海外活動等経験者）の申込状況について

2 臨時的任用報告書について(教育庁)

25 会計年度任用職員の報酬の特例について（協議：知事部局）

26 地方公務員法第５条第２項の規定に基づく意見について

27 大規模災害への対処その他の重要な業務であって公務の運営上真に

やむを得ない事由に係る特例業務の承認について（６月分）

1 令和３和年長崎県職員採用試験（大学卒業程度）の第１次試験実施

状況（受験者数）について

その他 1 令和３年８月～９月の人事委員会日程等について

付　議

項 目

第5回
(3.6.11)

報　告

報　告

第4回
(3.5.20)

付　議

第6回
(3.6.23)

報　告

付　議
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回 数 事項別

付　議 28 障害者を対象とした採用選考試験の実施について

1 令和３年度長崎県職員採用試験（大学卒業程度）の第１次試験実施

状況（合格者数）について

2 警部・警部補・巡査部長昇任試験実施結果報告について

30 職員の採用選考について（知事部局）

31 選考採用職の指定等について（警察本部：警察官（サイバー犯罪特別

捜査官））

32 選考採用職の指定等について（警察本部：警察官（海技士））

33 大規模災害への対処その他の重要な業務であって公務の運営上真に

やむを得ない事由に係る特例業務の承認について（７月分）

34 措置要求の取扱いについて

1 選考採用事務実施計画について（知事部局）

2 選考採用事務実施計画について（警察本部）

3 令和３年度警察官Ⅰ類採用試験（第１回）第１次試験実施状況について

4 「令和２年（審）第１号事案」に係る準備書面及び書証申出書の提出に

ついて

その他 1 令和３年８～９月の人事委員会日程等について

付　議 35 職員の給料等の支給に関する規則の一部改正について

1 令和３年職種別民間給与実態調査の結果について

2 選考採用事務実施計画について(知事部局)

36 令和３年度長崎県職員採用試験（大学卒業程度）の合格者の決定及

び採用候補者名簿の確定について

37 令和３年度長崎県職員採用選考試験（民間企業等職務経験者（Ｕ・Ｉ

ターン型）／海外活動等経験者）の合格者の決定について

1 選考採用事務実施計画（知事部局）

2 獣医師採用試験（選考）における面接試験方法の変更について

3 人事委員会の業務の状況（令和２年度）の報告について

1 令和３年人事院勧告の骨子等について

2 春闘交渉の結果について

3 長崎県地方公務員労働組合共闘会議からの要求について

4 令和３年８～１０月の人事委員会日程等について

38 大規模災害への対処その他の重要な業務であって公務の運営上真に

やむを得ない事由に係る特例業務の承認について（８月分）

協　議 1 職員の給与等に関する報告及び勧告について

付　議

報　告

報　告

第12回
（臨時会）
(3.8.24)

付　議

報　告

第11回
(3.8.18)

第7回
(3.7.9)

第9回
(3.7.20)

第8回
（臨時会）
(3.7.13)

その他

第10回
(3.8.5) 報　告

項 目

付　議

付　議

29 職員の採用選考について（知事部局）
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回 数 事項別

1 令和３年度長崎県職員採用試験（短大卒業程度・高校卒業程度・警察

官Ⅰ類［第２回］・警察官Ⅲ類）及び就職氷河期世代を対象とした長崎

県職員採用選考試験の申込状況について

2 令和４年度警察官Ⅰ類採用試験における新試験枠の創設について

3 採用選考結果報告について（警察本部）

4 選考結果報告について（知事部局）

その他 1 令和３年度９月補正の概要について

協　議 1 職員の給与等に関する報告及び勧告について

39 令和３年度警察官Ⅰ類（男性・女性）採用試験［第１回］の合格者の

決定及び採用候補者名簿の確定について

協　議 1 職員の給与等に関する報告及び勧告について

40 職員の採用選考について（知事部局）

41 職員の昇任選考について（知事部局）

42 長崎県人事委員会事務局職員の任命について

報　告 1 長崎県地方公務員労働組合共闘会議からの要求について

その他 1 令和３年９～１１月の人事委員会日程等について

協　議 1 職員の給与等に関する報告及び勧告について

43 職員の採用選考について（民間企業等職務経験者（Ｕ・Ｉターン型））

44 職員の採用選考について（知事部局）

45 大規模災害への対処その他の重要な業務であって公務の運営上真に

やむを得ない事由に係る特例業務の承認について（９月分）

1 令和３年度障害者を対象とした長崎県職員採用選考試験の申込状況

について

2 選考採用事務実施計画について（知事部局）

3 選考採用事務実施計画について（教育庁）

4 長崎県公務・公共業務労働組合共闘会議からの要求等について

協　議 1 職員の給与に関する報告及び勧告について

第17回
（臨時会）
(3.10.7)

付　議 46 職員の給与等に関する報告及び勧告について

47 新型コロナウイルス感染症に係る特殊作業手当の特例について（警察

本部）

48 職員の採用選考について（知事部局）

1 令和３年度長崎県職員採用試験（短大・高校卒業程度）及び警察官

Ⅰ類採用試験［第２回］の第１次試験実施状況について

2 令和３年度就職氷河期世代を対象とした長崎県職員採用選考試験の

第１次試験実施状況について

3 選考採用事務実施計画について（知事部局）

4 解雇予告除外認定について

5 「令和２年（審）第１号事案」に係る書証申出書の提出について

第15回
(3.9.15)

第16回
（臨時会）
(3.9.24)

付　議

付　議

報　告

報　告

付　議

第18回
(3.10.13)

第13回
(3.9.1)

項 目

付　議

報　告

第14回
（臨時会）

(3.9.8)
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回 数 事項別

付　議 49 職員の採用選考について（知事部局）

1 選考採用事務実施計画について（知事部局）

2 「令和２年（審）第１号事案」に係る準備書面及び書証申出書の提出に

ついて

その他 1 令和３年１１～１２月の人事委員会日程等について

50 令和３年度長崎県職員採用試験（短大・高校卒業程度）の合格者の

決定及び採用候補者名簿の確定について

51 令和３年度就職氷河期世代を対象とした長崎県職員採用選考試験の

合格者の決定について

52 有害物取扱手当を支給する勤務箇所の特例について（知事部局）

1 令和３年度警察官Ⅲ類採用試験第1次試験実施状況について

2 令和３年度障害者を対象とした長崎県職員採用選考試験の第１次

試験実施状況について

3 解雇予告除外認定について

53 職員採用における国籍要件の撤廃について

54 職員の採用選考について（知事部局）

55 職員の昇任選考について（知事部局）

56 審査請求の取扱いについて

1 選考採用事務実施計画について（知事部局）

2 採用選考結果報告について（知事部局）

1 国家公務員給与の取扱いに係る検討状況等について

2 令和３年１１月～令和４年１月の人事委員会日程等について

第22回
（臨時会）
(3.11.26)

付　議 57
令和３年度障害者を対象とした長崎県職員採用選考試験の合格者
の決定について

58 職員の採用選考について（民間企業等職務経験者（Ｕ・Ｉターン型／

海外活動等経験者）

59 令和３年度長崎県警察官Ⅰ類採用試験[第２回]の合格者の決定及び

採用候補者名簿の確定について

60 令和３年度長崎県警察官Ⅲ類採用試験の合格者の決定及び採用候

補者名簿の確定について

61 週休日及び勤務時間の割振りの特別な定めについて

1 職員の昇任選考について（教育庁）

2 試行署における当番制の検証結果について

3 「令和２年（審）第１号事案」に係る準備書面及び書証申出書の提出に

ついて

4 「令和２年（審）第１号事案」に係る代理人解任届の提出について

その他 1 地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて

項 目

第19回
(3.10.21)

報　告

報　告

第23回
(3.12.8)

付　議

付　議

第21回
(3.11.16)

付　議

報　告

第20回
(3.11.4)

報　告

その他
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回 数 事項別

62 職員の給料等の支給に関する規則の一部改正について

63 職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正について

64 職員の勤務時間、休暇等の運用についての一部改正について

65 会計年度任用職員の任用、勤務時間、休暇等に関する規則の一部

改正について

66 職員の採用選考について（知事部局）

1 選考採用事務実施計画について（知事部局）

2 短期介護休暇及び災害交通しゃ断休暇の取扱の変更について

その他 1 令和４年１月～令和４年２月の人事委員会日程等について

付　議 67 職員の昇任選考について（警察本部）

1 職員の昇任選考について（知事部局）

2 「令和２年（審）第１号事案」に係る求釈明について

3 「令和３年（審）第１号事案」に係る答弁書、書証申出書および代理人

選任届の提出について

4 教職員統一行動（大量）事案の審査請求人に対する住所、意思等

確認照会について

68 大規模災害への対処その他の重要な業務であって公務の運営上真に

やむを得ない事由に係る特例業務の承認について（１月分）

69 警察職員の特殊勤務手当の運用についての一部改正について（警察

本部）

70 職員の採用選考について（知事部局）

71 旅費の増額調整について（知事部局）

1 令和３年度長崎県警察官Ⅰ類（女性）採用試験［第１回］の最終合格者

の取扱いについて

2 薬剤師採用試験（選考）における面接試験方法等の変更について

1 公務非正規女性全国ネットワーク（はむねっと）からの要望について

2 令和４年１月～３月の人事委員会日程等について

第27回
（臨時会）
(4.1.31)

付　議 72
令和４年度長崎県職員採用試験施行計画（大学卒業程度：行政Ｂ・
農業Ｂ・土木Ｂ）の決定について

73 職員の採用選考について（知事部局）

74 職員の採用選考について（警察本部）

75 職員の昇任選考について（警察本部）

76 任期付職員の任期の更新について（教育庁）

1 「令和２年（審）第1号事案」に係る釈明書及び書証申出書の提出に

ついて

2 「令和３年（審）第1号事案」に係る反論書及び書証申出書の提出に

ついて

第26回
(4.1.26)

付　議

報　告

その他

第24回
(3.12.21)

第25回
(4.1.12)

付　議

報　告

報　告

項 目

第28回
(4.2.10)

付　議

報　告
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回 数 事項別

77 職員の採用選考について（民間企業等職務経験者（Ｕ・Ｉターン型）

78 職員の採用選考について（就職氷河期世代を対象とした採用選考

試験）

79 職員の採用選考について（障害者を対象とした採用選考試験）

80 令和４年度長崎県職員採用試験施行計画（警察官Ⅰ類（男性）Ａ

［第１回］・警察官Ⅰ類（男性）Ｂ、警察官Ⅰ類（女性）Ａ［第１回］・

警察官Ⅰ類（女性）Ｂ）の決定について

81 職員の採用選考について（知事部局）

82 職員の採用選考について（教育庁）

83 職員の採用選考について（警察本部）

84 職員の昇任選考について（教育庁）

85 一般任期付職員の採用の承認について（教育庁）

86 一般任期付職員の任期の更新について（知事部局）

報　告 1 解雇予告除外認定について

その他 1 令和４年２月～４月の人事委員会日程等について

87 採用候補者名簿の失効について

88 地方公務員法第５条第２項の規定に基づく意見について

89 初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部改正について

90 初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用についての一部

改正について

91 会計年度任用職員の報酬等に関する規則の一部改正について

92 へき地手当等の支給に関する規則の一部改正について

93 へき地手当等の運用についての一部改正について

94 特地勤務手当等の支給に関する規則の一部改正について

95 特地勤務手当等の運用についての一部改正について

96 離島へき地に所在する公署に勤務する職員の昇給特例について

97 帰住に係る旅費を支給する職員が勤務する学校等について

98 職員の採用選考について（知事部局：医師・薬剤師・作業療法士・

社会福祉（心理判定））

99 職員の採用選考について（知事部局：割愛採用・戻り）

100 職員の採用選考について（教育庁）

101 職員の採用選考について（警察本部）

102 号級の決定について（警察本部）

103 職員の昇任選考について（知事部局）

104 職員の昇任選考について（議会事務局）

105 職員の昇任選考について（監査事務局）

106 職員の昇任選考について（長崎県北部海区漁業調整委員会事務

局）

107 職員の昇任選考について（教育庁）

108 職員の昇任選考について（交通局）

第30回
(4.3.16)

付　議

第29回
(4.2.24)

付　議

項 目
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回 数 事項別

109 昇任選考の基準変更にかかる承認申請について（知事部局）

110 一般任期付職員の採用の承認について（教育庁）

111 勤務時間、週休日等の割振りの特別な定めについて

112 審査請求人の死亡が判明した争議行為に係る処分事案の判定に

ついて

113 審査請求人が審査請求を継続する意思を放棄したと認められる争議

行為に係る処分事案の判定について

114 職員の昇任選考について（人事委員会事務局）

115 長崎県人事委員会事務局職員の任命について

1 警部・警部補・巡査部長昇任試験実施計画の報告について

2 会計年度任用職員報告書について

3 大量事案（教職員による統一行動事案）の取下げについて

116 競争試験及び選考の実施の委任に関する規則の一部改正について

117 職員の給料等の支給に関する規則等の一部改正について

118 初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の運用についての一部

改正について

119 職員の退職手当に関する条例施行規則の一部改正について

120 職員の旅費支給に関する規則の一部改正について

121 長崎県人事委員会事務局事務決裁規程の一部改正について

122 勤務条件に関する措置の要求に関する規則等の一部改正について

123 公務災害補償の審査の申立てに関する規則の一部改正について

124 退職手当の支給制限等処分に係る意見陳述の機会に関する規則の

一部改正について

125 会計年度任用職員の任用、勤務時間、休暇等に関する規則の一部

改正について

126 管理職職員等の範囲を定める規則の一部改正について

127 職員の採用選考について（知事部局：割愛戻り）

128 職員の昇任選考について（知事部局）

129 行政職給料表等の適用を受ける職員の号給の調整（昇給幅の調整）

について

1 令和３年度長崎県警察官Ⅰ類（男性）採用試験［第１回］の最終合格者

の取扱いについて

その他 1 令和４年３月～５月の人事委員会日程等について

第31回
(4.3.28)

付　議

報　告

項 目

引き続き
第30回
(4.3.16)

付　議

報　告
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（参考） 開催回数等の推移 

 

５ 条例の制定・改廃に関する意見の状況（令和３年度） 

意見年月日 条 例 案 内  容 意  見 

令３．６．23 

職員の服務の宣誓に

関する条例及び公安

委員の服務の宣誓に

関する条例の一部を

改正する条例 

（第 99号議案） 

 

行政のデジタル化に向けて、押印

等の見直しを行うため、所要の改正

をしようとするもの。 

 

本委員会はこれを適当

であると認める。 

令４．３．16 

職員の給与に関する

条例等の一部を改正

する条例（関係分）

（第 23号議案） 

 

 

 

 

 

職員の育児休業等に

関する条例の一部を

改正する条例 

（第 24号議案） 

 

人事委員会の令和３年 10 月７日

付けの職員の給与等に関する報告及

び勧告並びに国家公務員の給与の取

扱いの状況等を踏まえ、関係条例に

ついて所要の改正を行おうとするも

の。 

 

 

 

人事委員会の令和３年 10 月７日

付けの職員の給与等に関する報告及

び勧告並びに国家公務員の取扱いの

状況等を踏まえ、非常勤職員の育児

休業及び部分休業の取得要件の緩和

等について所要の改正をしようとす

るもの。 

本議案は、本委員会が

令和３年 10 月７日に

行った勧告と異なりま

すが、国家公務員の取

扱いなどを勘案して提

案されたものであり、

やむを得ないものと考

えます。 

 

本委員会はこれを適当

であると認める。 

（備考）年月日は、人事委員会の意見を記載した文書（議長あて）の日付である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区    分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

人事委員会の開催回数 ２９回 ３２回 ２８回 ３２回 ３１回 

付議された議案件数 １１７件 １２１件 １２３件 １３５件 １２９件 

報 告 件 数 ９８件 ８９件  ７１件  ８２件  ７５件 
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第２節 事務局の組織及び事務分掌 

 

１ 事務局の組織 

  委員会の事務を補助するために委員会に事務局を設置し、事務局長その他の職員を置くことになって

いる（地方公務員法第１２条第１項）。本県の場合は、長崎県人事委員会事務局の組織に関する規則に

より、職員課の１課が設置されている。 

  令和３年度の組織については、下記のとおりである。 

 

                                   

                                      調整・審査班  ３名 

 

 

 

                                                                            ３名 

       ※  

 

 

                                       任 用 給 与 班  ４名 

 

職員数 １３名（※事務局長は労働委員会事務局長を併任） 

会計年度任用職員 １名 

 

 

２ 事務局の事務分掌 

  令和３年度の各班ごとの事務分掌については、下記のとおりである。 

 

(1) 調整・審査班 

① 人事委員会に関すること。 

② 公文書の収受、発送、編集及び保存に関すること。 

③ 公印の管守に関すること。 

④ 事務局の組織に関すること。 

⑤ 事務局職員の任免、分限、懲戒、服務その他人事及び教養訓練並びに福利厚生に関すること。 

⑥ 事務局の予算、決算及び会計に関すること。 

⑦ 広報に関すること。 

⑧ 職員の福利厚生制度に関すること。 

⑨ 職員の勤務時間、休日及び休暇制度に関すること。 

⑩ 職員の審査請求の審査に関すること。 

⑪ 職員の勤務条件に関する措置の要求に対する審査に関すること。 

⑫ 職員の苦情相談に関すること。 

⑬ 公務災害補償審査請求に関すること。 

⑭ 退職手当の支給制限等処分に係る調査審議に関すること。 

⑮ 委託を受けた他の地方公共団体の公平委員会の事務に関すること。 

⑯ 職員の服務、分限、懲戒制度に関すること。 

⑰ 管理職員等の指定に関すること。 

⑱ 職員団体の登録に関すること。 

⑲ 職員団体等の規約の認証に関すること。 

⑳ 労働基準監督機関の職権行使に関すること。 

 

（会計年度任用職員  １名） 

    

事務局長 

 

職員課長 総括課長補佐 試 験 班 
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(2) 試験班 

① 職員の研修に関すること。 

② 職員の競争試験及び任用候補者名簿に関すること。 

③ 障害者を対象とする職員の採用選考に関すること。 

④ 就職氷河期世代を対象とする職員選考に関すること。 

 

(3) 任用給与班 

① 職員の任用制度の調査及び立案に関すること。 

② 職員の選考に関すること。 

③ 臨時的任用に関すること。 

④ 人事記録に関すること。 

⑤ 職員の給与等に関する報告及び勧告に関すること。 

⑥ 職員の給与制度の立案及び運営に関すること。 

⑦ 職員の給与の支払監理に関すること。 

⑧ 職員の人事評価に関すること。 

 

 

 ３ 事務局職員名簿（令和３年度） 

　人 事 委 員 会 事 務 局 事 務 局 長 大 﨑 義 郎

課 長 田 中 京

総 括 課 長 補 佐 川 原 康 則

課 長 補 佐 上 床 悦 子

調整・審査班 係 長 岡 部 理 恵

課 長 補 佐 野 中 一 宏

試 　 験　  班 係 長 古 賀 真 紀

主 任 主 事 井 上 優

課 長 補 佐 古 賀 春 美

林 幸 介
（～9/30）

山 口 二 千 翔
（10/1～）

主 任 主 事 石 川 智 彦

主 事 小 柳 萌

内 田 建 太

任用給与班

　　職　員　課

主 事

係 長

主 任 主 事
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第３節 令和３年度当初予算 

 

１ 歳入                                                                                    （単位：千円） 
 

区 分 予 算 額 予算額の費目別内訳 

諸 

収 

入 

警察官採用試験受託費 １，３８８  

公平委員会事務受託費 ４６０ 

小      計 １，８４８ 

国 庫 支 出 金   ４，４２４ 

一 般 財 源    １３６，１９４ 

合 計 １４２，４６６  

 

 

２ 歳出                                                                                   （単位：千円） 
 

 区 分 予 算 額 予算額の費目別内訳 

人 

 

件 

 

費 

委 員 報 酬 ７，２１２ 
 

報酬（委員） 

報酬（会計） 

給 料 

職員手当等（職員） 

職員手当等（会計） 

共済費（職員） 

共済費（会計） 

通勤経費（会計） 

 

７，２１２ 

３，６０４ 

５３，３７２ 

３４，００２ 

６１５ 

１７，９２７ 

４１５ 

３９４ 

職 員 給 与 費 １０５，３０１ 

会 計 年 度 職 員 給 与 費 ５，０２８ 

小     計 １１７，５４１ 

事 

 

 

業 

 

 

費 

委 員 会 運 営 事 務 費 ７５１ 
 

報 償 費 

旅 費 

交 際 費 

需 用 費 

役 務 費 

委 託 料 

使用料及び賃借料 

備品購入費 

負担金･補助･交付金 

 

１，００３ 

２，８００ 

１１０ 

４，１８７ 

５，７１５ 

２，５６４ 

６，１１９ 

３０ 

２，３９７ 

事 務 局 運 営 事 務 費 １，２８５ 

試 験 関 係 事 務 費 ２０，３６３ 

給 与 関 係 事 務 費 １，４０２ 

公 平 審 理 関 係 事 務 費 １，１２４ 

小     計 ２４，９２５ 

 合     計 １４２，４６６  
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第２章 職員団体関係 

 

１ 県関係職員団体の登録状況 

 令和３年度末現在の県関係職員団体の登録は、次の５団体である。 

№ 職  員  団  体  名 主たる事務所の所在地 登録年月日 ３年度登録変更 法人格 

1  長崎県職員組合 
 長崎市尾上町3-1 

 長崎県庁内 
昭41.10. 5 

役員変更 

  令3.4.6登録 
有 

2  長崎県職員組合長崎支部 
長崎市尾上町3-1 

長崎県庁内 
昭41.10.11 

役員変更 

令3.7.1登録 
無 

3  長崎県教職員組合  長崎市筑後町2-1 昭41.10.11 
 役員変更 

  令3.4.1登録 
有 

4  長崎県高等学校教職員組合  長崎市 昭41.10.11 
役員変更 

  令3.7.13登録 
有 

5  長崎県学校事務職員組合 
長崎市尾上町3-1 

長崎県庁内 
平16. 8.11 

役員変更 

令3.5.10登録 
無 

 

 

２ 職員団体等の規約認証状況 

№ 職  員  団  体  名 主たる事務所の所在地 認証年月日 ３ 年 度 変 更 届 出 

1 
全日本自治団体労働組合 

長崎県本部 
 長崎市大黒町4-16 平22.10.25 な し 

 

３ 管理職員等の範囲を定める規則の改正状況 

公布年月日 施行年月日 事             項 

令4.3.31 令4.4.1 ○ 令和４年４月１日付け知事部局及び教育委員会の組織改正等に 

 伴い、管理職員等の範囲を改正 

・ポストの新設及び廃止に伴う指定、指定変更及び指定廃止 
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４ 管理職員等の範囲（令和３年度末現在） 

組   織 職      名 

議 会 事 務 局 局長 課長 総括課長補佐 秘書室長 総務係長 秘書係長 

知 

事 

部 

局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 庁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統轄監 部長 危機管理監 福祉保健部こども政策局長 理事  

政策監 技監 次長 参事監 課長 室長 県民センター長  

総務事務センター長 補佐監 企画監 医療監 

危機管理課参事（国民保護等担当）  

政策調整課参事（政策調整担当） 総務文書課法制・公益法人班参事 

世界遺産課参事 スポーツ振興課参事 交通・地域安全課参事  

水環境対策課参事 自然環境課参事 福祉保健課保健看護監  

福祉保健課企画予算班参事  

医療政策課参事（長崎県病院企業団派遣）  

医療人材対策室参事 農山村振興課参事  

農村整備課参事 総括課長補佐  

危機管理課防災対策・施設班課長補佐（大村駐在）  

政策調整課課長補佐（総務・予算担当）  

政策調整課課長補佐（政策調整担当） 

政策企画課課長補佐（未来戦略企画担当） 

政策企画課課長補佐（連携推進担当）  

総務文書課総務・予算班課長補佐 秘書課課長補佐  

広報課報道企画班課長補佐 人事課課長補佐  

新行政推進室課長補佐 財政課課長補佐 管財課管理班課長補佐  

地域づくり推進課総務企画班課長補佐  

文化振興課総務企画班課長補佐  

県民生活環境課総務・予算班課長補佐  

福祉保健課総務調整班課長補佐 障害福祉課管理班課長補佐  

農政課総務・予算班課長補佐 監理課総務・予算班課長補佐  

部主管課総務係長 危機管理課基地対策・企画班係長 秘書課係長 

人事課係長 新行政推進室係長 財政課係長  

こども未来課総務・予算班係長 産業政策課総務・予算班係長   

漁政課総務・予算班係長  人事課主任主事（人事又は給与担当） 

新行政推進室主任主事（人事担当）人事課主事（人事又は給与担当）

新行政推進室主事（人事担当） 船長 
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知 

事 

部 

局 

振 興 局 局長 次長 部長 長崎港湾漁港事務所長 上五島支所長 

 副部長 課長 室長 島原出張所長 総務課総務係長  

総務課総務調整班係長  

総務課総務班係長 

開成学園 園長 副園長 

環境保健研究センター 所長 次長 

工業技術センター 所長 次長 総務課長 

窯業技術センター 所長 次長 総務課長 

総合水産試験場 場長 次長 管理部長 総務課長 船長 

農林技術開発センター 所長 副所長 管理部門長 総務課長 中山間営農研究室長 

果樹・茶研究部門研究調整室長 茶業研究室長  

畜産研究部門研究調整室長 病害虫発生予察室長 

東京事務所 所長 次長 総務課長 観光物産センター所長 

大阪事務所 所長 

計量検定所 所長 

食肉衛生検査所 所長 支所長 

福祉事務所 所長 福祉課長 

こども・女性・障害者支援センター 所長 次長 部長 総務課長 

清和寮 寮長 

こども医療福祉センター 所長 副所長 次長 総務課長 局長 看護部長 

高等技術専門校 校長 副校長 総務課長 

農業大学校 校長 副校長 次長 

肉用牛改良センター 所長 総務課長 

石木ダム建設事務所 所長 次長 総務調整課長 

消防学校 校長 副校長 

出 納 局 

 

会計管理者 課長 室長 企画監 総括課長補佐 

総務調整班課長補佐 
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教 

育 

委 

員 

会 

本 庁 理事 政策監 教育次長 課長 室長 課に置く室の長 

人事管理監 体育指導監 企画監 参事（人事担当） 

総務課法務監察班参事 総括課長補佐  

総務課総務人事班課長補佐 総務課法務監察班課長補佐 

教職員課課長補佐 義務教育課課長補佐（人事担当） 

高校教育課課長補佐（人事担当） 管理主事 

教職員課係長（人事担当） 義務教育課係長（人事担当） 

高校教育課係長（人事担当） 

総務課主任主事（人事又は給与担当） 

教職員課主任主事（人事担当） 教職員課主事（人事担当） 

長崎県埋蔵文化財センター 所長 総務課長 

長崎県対馬歴史研究センター  所長 課長 

教育センター 所長 副所長 総務課長 

長崎図書館 館長 副館長 

高等学校 校長 副校長 教頭 事務長 船長 機関長 

特別支援学校 校長 副校長 教頭 各部の主事 事務長 

県立中学校 校長 副校長 教頭 事務長 

選挙管理委員会書記室 書記長 書記長補佐 

人事委員会事務局 局長 課長 総括課長補佐 課長補佐 

監査事務局 局長 課長 総括課長補佐 

労働委員会事務局 局長 課長 参事 総括課長補佐 
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備考 

１ 船長とは、初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和45年長崎県人事委員会規則第

２号）別表第１ウ海事職給料表級別標準職務表の備考２及び３に掲げる中型船舶(１種)及び

中型船舶（２種）のうち総トン数５０トン以上のものの船長をいう。 

２ 機関長とは、初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則別表第１ウ海事職給料表級別標準

職務表の備考２に掲げる中型船舶（１種）の機関長をいう。 

３ 農村整備課参事とは、計画調整班、技術情報班を除く参事をいう。 

４ 産業政策課総務・予算班係長とは、人事担当の係長１名をいう。 

５ 振興局課長とは、保健部の衛生環境課、地域保健課、衛生課及び環境課の課長、農林部の

衛生課、防疫課及び検査課の課長、農林水産部の衛生課、防疫課及び家畜衛生課の課長、県

央振興局農林部課長並びに市町へ派遣されている課長を除く課長をいう。 

６ 振興局総務課総務調整班係長とは、人事担当の係長１名をいう。 

７ 振興局総務課総務班係長とは、人事担当の係長１名をいう。 

８ 環境保健研究センター次長とは、所長の職務について全般的に補佐する次長１名をいう。 
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５ 県関係職員の状況 

（1）職員数の状況(各年 4月 1日現在)                  (県新行政推進室調べ) 

29年
職員数 対前年 職員数 対前年 職員数 対前年 職員数 対前年 職員数 主な増減理由

議会 30 0 30 0 30 ▲ 1 29 ▲ 1 28
（減）業務の見直しに伴う
減員

総務 781 ▲ 21 760 4 764 ▲ 2 762 ▲ 1 761
（減）業務の見直し等に伴う減
員

税務 207 0 207 ▲ 3 204 ▲ 4 200 ▲ 3 197
（減）市町派遣の減等に伴う
減員

労働 80 4 84 ▲ 3 81 3 84 ▲ 1 83 （減）欠員に伴う減員

農林水産 1,138 0 1,138 ▲ 11 1,127 ▲ 8 1,119 ▲ 12 1,107
（減）組織の統廃合等に伴う
減員

商工 229 ▲ 1 228 0 228 3 231 ▲ 1 230
（減）他県派遣の減等に伴う
減員

土木 794 2 796 ▲ 14 782 ▲ 10 772 ▲ 3 769
（減）他機関への派遣終了等
に伴う減員

民生 386 ▲ 13 373 1 374 ▲ 1 373 ▲ 1 372
（減）業務の見直し等に伴う減
員

衛生 455 7 462 0 462 ▲ 10 452 17 469
（増）新型コロナウイルス感染
症対応に伴う増員

全体 4,100 ▲ 22 4,078 ▲ 26 4,052 ▲ 30 4,022 ▲ 6 4,016

教育 12,314 ▲ 86 12,228 ▲ 18 12,210 17 12,227 ▲ 98 12,129
（減）児童・生徒数の減少等
に伴う減員

警察 3,552 ▲ 4 3,548 9 3,557 ▲ 14 3,543 2 3,545
（増）警察官及び一般職員の
欠員補充

全体 15,866 ▲ 90 15,776 ▲ 9 15,767 3 15,770 ▲ 96 15,674

交通 367 0 367 ▲ 9 358 ▲ 13 345 ▲ 20 325 （減）運転士等の減

その他 6 10 16 ▲ 1 15 4 19 ▲ 7 12
（減）湾港事業会計廃止に伴
う減員

全体 373 10 383 ▲ 10 373 ▲ 9 364 ▲ 27 337

20,339 ▲ 102 20,237 ▲ 45 20,192 ▲ 36 20,156 ▲ 129 20,027

（注）　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員などを含み、
臨時又は非常勤職員を除く。

２年30年 ３年元年

職員全体

特
別
行
政
部
門

公
益
企
業
部
門

区分

一
般
行
政
部
門

 

 

 (2)職員数の推移 
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第３章 労働基準監督業務関係 

 

１ 事業所の労働基準監督権限の職権行使者及び号別等決定 

  令和３年度に地方公営企業法（昭和27年法律第 292号）第４章の適用を受ける地方公営企業以外の県

の行う事業又は事務所は、次のとおりである（合計１９３事業所）。 

 

（１）人事委員会が職権を行使する事業所（１６９事業所） 

労働基準法 

 別表第１の号別等 
事        業        所 

 第１２号 

（教育、研究調査） 

消防学校 環境保健研究センター 工業技術センター 

窯業技術センター  高等技術専門校(2)   総合水産試験場 

農林技術開発センター(3)  農業大学校 

埋蔵文化財センター  対馬歴史研究センター  教育センター   

 長崎図書館  長崎図書館郷土課  中学校(3) 

 高等学校（分校を含む。）(56)  盲学校（寄宿舎を除く。） 

 ろう学校（分教室を含み、寄宿舎を除く。）(2) 

 特別支援学校（分校及び分教室を含み、寄宿舎を除く。）(20) 

警察学校 

       計    ９９事業所 

 別表第１に該当し 

 ない官公署 

 知事部局本庁  振興局（支所を含み、他の号別該当事業所を除く。）(8) 

振興局水産業普及指導センター(2)  振興局ダム管理事務所(2) 

長崎振興局税務部  県央振興局税務部（出張所を含む）(2) 

 県央振興局農林部西海事務所 

県央振興局農林部衛生課、防疫課及び検査課 

 島原振興局農林水産部農業企画課及び各地域普及課 

島原振興局農林水産部衛生課及び防疫課 

 県北振興局農林部農業企画課及び各地域普及課 

県北振興局農林部衛生課及び防疫課 

五島振興局農林水産部家畜衛生課 

 壱岐振興局農林水産部衛生課 

 対馬振興局農林水産部家畜衛生課 

東京事務所  大阪事務所  計量検定所  福祉事務所(3) 

 こども・女性・障害者支援センター(2)  清和寮 

農林技術開発センター環境研究部門病害虫発生予察室  石木ダム建設事務所 

教育庁本庁 

 

  議会事務局  監査事務局  人事委員会事務局  労働委員会事務局 

 選挙管理委員会書記室  海区漁業調整委員会事務局 
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労働基準法 

 別表第１の号別等 
事        業        所 

別表第１に該当し 

 ない官公署 

警察本部（他の号別該当事業所を除く。） 

 警察本部警備部機動隊  警察本部交通部運転免許管理課 

 警察本部交通部交通機動隊  警察本部交通部高速道路交通警察隊 

 警察署(22) 

計   ７０事業所 

 

 

（２）長崎労働局及び労働基準監督署が職権を行使する事業所（２４事業所） 

労働基準法 

 別表第１の号別 
事        業        所 

 第３号 

 （土木、建築） 

長崎振興局長崎港湾漁港事務所  県北振興局土木維持管理事務所(2) 

対馬振興局建設部上県土木出張所 

               計    ４事業所 

 第７号 

 （畜産、水産） 

 栽培漁業センター  肉用牛改良センター 

               計    ２事業所 

 第１３号 

 （保健、衛生） 

 振興局（支所を含む。）保健部(8) 

 食肉衛生検査所（支所を含む。）(3)  こども医療福祉センター  開成学園 

 盲学校寄宿舎  ろう学校寄宿舎  特別支援学校寄宿舎(3) 

               計   １８事業所 

 

２ 特定機械等（ボイラー、第一種圧力容器及びクレーン等）の落成検査の実施状況 

  令和３年度の落成検査の実績はなかった。 

 

３ 機械等設置届及び設置報告書の受理状況 

     令和３年度に受理した機械等設置届及び設置報告書は、次のとおりである。 

種  別 事 業 所 名 種   類 

小型ボイラー 長崎県立長崎鶴洋高等学校 多管式貫流形ボイラー 

小型ボイラー 長崎県立長崎工業高等学校 多管式貫流形ボイラー 
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第４章 勤務時間・休暇・服務関係 

 

１ 職員の勤務時間、休暇等に関する規則の改正状況 

年 月 日 規 則 名 事   項 

令3．12．28 職員の勤務時間、休暇等に関する

規則の一部を改正する規則 

（令4.1.1施行） 

〇不妊治療休暇新設にかかる所要の改正 

 

令3．12．28 職員の勤務時間、休暇等の運用に

ついての一部改正 

（令4.1.1施行） 

〇職員の勤務時間、休暇等に関する規則の改正  

に伴う所要の改正 

 

 

２ その他の規則等の制定・改正状況 

年 月 日 規 則 名 事   項 

令3．12．28 会計年度任用職員の任用、勤務時

間、休暇等に関する規則の一部を

改正する規則 

（令4.1.1施行） 

 

〇不妊治療休暇新設にかかる所要の改正 

〇配偶者出産（出産補助）休暇及び育児参加の 

ための休暇の新設にかかる所要の改正 

〇産前休暇・産後休暇有給化に伴う所要の改正 

 

令4．3．31 長崎県人事委員会事務局事務決裁

規程 

（令4.3.31施行） 

〇会計年度任用職員制度の創設に伴い、所要の 

改正を行うもの 

令4．3．31 会計年度任用職員の任用、勤務時

間、休暇等に関する規則の一部を

改正する規則 

（令4.4.1施行） 

〇子の看護休暇及び短期介護休暇の取得要件の 

 緩和にかかる所要の改正 

〇介護休暇及び介護時間の取得要件の一部廃止 

 にかかる所要の改正 
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３ 公益的法人等への職員の派遣状況 

（令和４年３月31日現在） 

派遣先（別表第１関係） 派遣人数 派遣先（別表第２関係） 派遣人数 

公益財団法人長崎ミュージアム振興財団 

公益財団法人長崎県産業振興財団 

公益財団法人長崎県建設技術研究センター 

公益財団法人長崎県育英会 

公益財団法人長崎県スポーツ協会 

三公社関係（長崎県土地開発公社・ 

長崎県住宅供給公社・長崎県道路公社） 

長崎県公立大学法人 

公益財団法人長崎県農業振興公社 

公益財団法人長崎県国際交流協会 

地方公共団体金融機構 

 

２ 

１４ 

２ 

１ 

３ 

５ 

 

１０ 

１ 

０ 

０ 

一般財団法人自治体国際化協会 

一般社団法人長崎県観光連盟 

一般社団法人長崎県貿易協会 

一般社団法人九州観光推進機構 

一般社団法人地方税電子化協議会 

一般社団法人佐賀・長崎鉄道管理

センター 

１ 

４ 

１ 

１ 

０ 

２ 

小  計   （１２法人） ３８ 小  計   （６法人） ９ 

派遣先（別表第３関係） 長崎県央バス株式会社 ３９ 

合       計         （１９法人） ８６ 

※別表第１は県が出資している団体で、人事委員会規則で定めるもの 

別表第２は別表第１のほか、当該団体の業務の全部又は一部が県の事務又は事業と密接な関連を

有するものであり、かつ、県がその施策の推進を図るため人的援助を行うことが必要である団体で人

事委員会規則で定めるもの 

別表第３は県が出資している株式会社のうち、その業務の全部又は一部が地域の振興、住民の生活

の向上その他公益の増進に寄与するとともに県の事務又は事業と密接な関連を有するものであり、か

つ、県がその施策の推進を図るため人的援助を行うことが必要である株式会社で人事委員会規則で定

めるもの 
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第５章 任用関係 

 

 職員の任用は、地公法第１３条（平等取扱の原則）、第１５条（成績主義の原則）及び第５６条（不利
益取扱の禁止）その他の地公法の規定により行われなければならず、任用の公正と能力主義の実現を目的
としている。 

 また、地公法第１７条（任命の原則）の規定により職員の採用及び昇任は、競争試験で実施しているが、
人事委員会規則の規定により一定の条件のもと選考による採用及び昇任を行っている。 

 

第１節 採用試験実施（競争試験） 

１ 令和３年度採用試験実施状況 

 （１）試験実施の流れ  
 

 

 

 

 

 

 

（２）令和３年度採用試験実施結果    

 

  

職
種
・
採
用
予
定
人
員
の
決
定

試
験
施
行
計
画
の
策
定

試
験
実
施
方
法
等
の
決
定
及
び
公
告

試
験
案
内
及
び
申
込
書
の
作
成
・
配
布

申
込
受
付

第
１
次
試
験

第
１
次
試
験
合
格
者
の
決
定

第
２
次
試
験

最
終
合
格
者
の
決
定

採
用
候
補
者
名
簿
の
作
成

任
命
権
者
か
ら
名
簿
の
提
示
請
求

任
命
権
者
へ
名
簿
を
提
示

任
命
権
者
に
よ
る
採
用

採
用
候
補
者
名
簿
の
失
効

採　用 １　　次 最　　終
予定数 合格者数 合格者数

184 150 81.5 24 60 37 4.1 22
444 393 88.5 15 46 20 19.7 13
86 77 89.5 25 47 31 2.5 24
14 9 64.3 1 5 1 9.0 1
17 14 82.4 5 10 6 2.3 4
12 9 75.0 8 5 3 3.0 2
7 6 85.7 4 4 3 2.0 3
2 2 100.0 1 1 1 2.0 1
2 2 100.0 2 1 1 2.0 0

25 17 68.0 13 13 10 1.7 9
8 5 62.5 5 3 1 5.0 1
6 6 100.0 3 2 2 3.0 2

化 学 系 4 4 100.0 3 2

自 然 環 境 系 2 2 100.0 2 1

小 計 6 6 100.0 5 3
6 4 66.7 2 3 2 2.0 1

10 9 90.0 5 5 4 2.3 3
829 709 85.5 115 210 125 5.7 89

3 2 66.7 1 1 1 2.0 1
24 21 87.5 2 5 2 10.5 2
27 23 85.2 3 6 3 7.7 3

148 127 85.8 5 44 27 4.7 18
28 25 89.3 4 9 5 5.0 5
25 20 80.0 1 7 1 20.0 1
1 1 100.0 1 1 1 1.0 1
5 4 80.0 2 3 3 1.3 3

23 21 91.3 11 16 12 1.8 9
2 2 100.0 2 2 2 1.0 1

232 200 86.2 26 82 51 3.9 38
301 214 71.1 35 120 42 5.1 28
211 167 79.1 28 96 38 4.4 24
69 28 40.6 3 13 2 14.0 2
5 4 80.0 2 4 1 4.0 1

16 15 93.8 2 7 1 15.0 1
298 234 78.5 28 92 32 7.3 24
89 54 60.7 12 36 13 4.2 9
64 44 68.8 8 26 12 3.7 8
19 5 26.3 2 5 1 5.0 1
1 1 100.0 1 1 0 － 0
5 4 80.0 1 4 0 － 0

110 87 79.1 8 31 12 7.3 7
798 589 73.8 83 279 99 5.9 68

1,886 1,521 80.6 227 577 278 5.5 198

農 業 土 木

環境科学

警 察 事 務

　　　　【一般（第2回）】
　　　　【サイバー】

　　　　【一般（第1回）】

学 校 栄 養 職 員
計

短

卒

保 育 士

建 築

　　　　【武道】警

　

察

　

官

警察官Ⅲ類（男性）

建 築

教 育 事 務
一 般 事 務

農 業 土 木

　　　　【一般（第2回）】

高

 

卒

警察官Ⅰ類（女性）

警察官Ⅰ類（男性）

行 政 Ａ

受 験 者 数 受 験 率職　　　　種

林 業

区

分

大

　

　

卒

土 木 Ａ

電 気

林 業

　　　　【一般（第1回）】

　　　　【サイバー】

行 政 Ｂ

水 産
農 業

社 会 福 祉
計

採用数

教 育 事 務

畜 産

警 察 事 務

競争倍率申 込 者 数

2 2.0 3

土 木 Ｂ

合　　計

土 木

警察官Ⅲ類（女性）
計

計

　　　　【武道】
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（３）令和３年度長崎県職員採用試験実施状況 

 

 

 

  

試 験 案 内 ・ 申 込

用 紙 配 布 開 始 日

（公告日）

行 政 Ａ

教 育 事 務

警 察 事 務

水 産

農 業

畜 産

林 業

農 業 土 木

土 木 Ａ

土 木 Ｂ

建 築

環 境 科 学

電 気

社 会 福 祉

一 般 事 務

教 育 事 務

警 察 事 務

林 業

農 業 土 木

土 木

建 築

教養試験

【第１回】 選択試験（〔ｻｲﾊﾞｰ〕

〔一般〕 〔武道〕のみ）

〔ｻｲﾊﾞｰ〕

〔武道〕

【第２回】 適性検査・論文試験

〔一般〕 体力試験・人物試験

身体等検査

教養試験

【第１回】 選択試験（〔ｻｲﾊﾞｰ〕

〔一般〕 〔武道〕のみ）

〔ｻｲﾊﾞｰ〕

〔武道〕

【第２回】 適性検査・論文試験

〔一般〕 体力試験・人物試験

身体等検査

警察官Ⅲ類（男性） 適性検査・作文試験

体力試験・人物試験

身体等検査

警察官Ⅲ類（女性） 適性検査・作文試験

体力試験・人物試験

身体等検査

１０月４日（月）

１１月１５日（月）

第１次

第２次

９月２６日（日）

１０月２０日（水）・２６日
（火）～２９日（金）、３１日
（日）

教養試験
専門試験（林業・農
業土木・土木・建
築）

適性検査・作文試験
人物試験

短大卒業程度

平成４年４月２日から平成１４年４月１日までに生まれた者で保育士の資格を有
する者。（令和４年３月３１日までに取得見込みの者を含む）

 ７月６日（火）
   ８月２日（月）
 ～８月１３日（金）

第１次

第２次学 校 栄 養 職 員
平成４年４月２日から平成１４年４月１日までに生まれた者で栄養士の資格を有
する者。（令和４年３月３１日までに取得見込みの者を含む）

 ８月２日（月）
 ～８月１３日（金）

第１次 １０月１７日（日） 教養試験  １０月２５日（月）

第２次
１１月９日（火）～１１日
（木）・１７日（水）、１８日
（木）

【第１回】
７月１９日（月）
【第２回】
１０月４日（月）

平成３年４月２日から平成１６年４月１日までに生まれた男性。ただし、学校教
育法による大学（短期大学を除く）を卒業した者または令和４年３月３１日まで
に卒業見込みの者及び人事委員会が同等の資格があると認める者を除く。

 ７月６日（火）
 ８月２日（月）
 ～８月１３日（金）

第１次 １０月１７日（日） 教養試験  １０月２５日（月）

第２次 １２月１３日（月）
１１月９日（火）～１１日
（木）・１７日（水）～１９日
（金）、２２日（月）

警察官Ⅰ類（男性）

第２次

【第１回】
８月１１日（水）～１３日
（金）・２４日（火）～２７日
（金）
【第２回】
１１月９日（火）、１０日
（水）・１７日（水）

【第１回】
９月１３日（月）
【第２回】
１２月１３日（月）

〔一般〕
平成３年４月２日以降に生まれた女性で学校教育法による大学（短期大学を除
く）を卒業した者。（令和４年３月３１日までに卒業見込みの者及び人事委員会
が同等の資格があると認める者を含む）
〔サイバー〕〔武道〕
平成３年４月２日から平成１２年４月１日までに生まれた女性。【学歴不問】
または平成１２年４月２日以降に生まれた女性で学校教育法による大学（短期大
学を除く）を卒業した者。(令和４年３月３１日までに卒業見込みの者及び人事委
員会が同等の資格があると認める者を含む）

【第１回】
 ４月１６日（金）
【第２回】
 ７月６日（火）

【第１回】
　 ５月３日（月・祝）
 ～５月２１日（金）
【第２回】
   ８月２日（月）
 ～８月１３日（金）

第１次

【第１回】
９月１３日（月）
【第２回】
１２月１３日（月）

高校卒業程度
平成１２年４月２日から平成１６年４月１日までに生まれた者。ただし、学校教
育法による大学（短期大学を除く）を卒業した者または令和４年３月３１日まで
に卒業見込みの者及び人事委員会が同等の資格があると認める者を除く。

 ７月６日（火）
   ８月２日（月）
 ～８月１３日（金）

警察官

〔一般〕
平成３年４月２日以降に生まれた男性で学校教育法による大学（短期大学を除
く）を卒業した者。（令和４年３月３１日までに卒業見込みの者及び人事委員会
が同等の資格があると認める者を含む）
〔サイバー〕〔武道〕
平成３年４月２日から平成１２年４月１日までに生まれた男性。【学歴不問】
または平成１２年４月２日以降に生まれた男性で学校教育法による大学（短期大
学を除く）を卒業した者。(令和４年３月３１日までに卒業見込みの者及び人事委
員会が同等の資格があると認める者を含む）

【第１回】
 ４月１６日（金）
【第２回】
 ７月６日（火）

【第１回】
　 ５月３日（月・祝）
 ～５月２１日（金）
【第２回】
   ８月２日（月）
 ～８月１３日（金）

警察官Ⅰ類（女性）

 ７月６日（火）

１０月２０日（水）・２６日
（火）、２９日（金）

教養試験・専門試験

平成３年４月２日から平成１６年４月１日までに生まれた女性。ただし、学校教
育法による大学（短期大学を除く）を卒業した者または令和４年３月３１日まで
に卒業見込みの者及び人事委員会が同等の資格があると認める者を除く。

【第１回】
７月１１日（日）
【第２回】
９月１９日（日）

【第１回】
７月１９日（月）
【第２回】
１０月４日（月）

１２月１３日（月）

第１次

【第１回】
７月１１日（日）
【第２回】
９月１９日（日）

第２次

【第１回】
８月１１日（水）～１３日
（金）・２５日（水）、２６日
（木）
【第２回】
１１月９日（火）、１０日
（水）・１７日（水）

１１月１５日（月）
適性検査・論文試験
・人物試験

適性検査・論文試
験・ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝｼｰﾄ
作成・人物試験

６月１４日（月）

教養試験・専門試験
（土木Ｂを除く）
ＳＰＩ３（基礎能力
検査）・専門試験
（土木Ｂのみ）

７月５日（月）

８月２３日（月）

合格発表日

ＳＰＩ３
（基礎能力検査）

４月２６日（月）

９月２６日（日）保 育 士

平成４年４月２日から平成１２年４月１日までに生まれた者。【学歴不問】
または平成１２年４月２日以降に生まれた者で学校教育法による大学（短期大学
を除く）を卒業した者。(令和４年３月３１日までに卒業見込みの者及び人事委員
会が同等の資格があると認める者を含む）

２月９日（火）
３月１日（月）
 ～３月１９日（金）

第１次

１０月４日（月）

７月１３日（火）・２８日
（水）～３０日（金）、８月２
日（月）、３日（火）

第２次
５月１３日（木）・２５日
（火）～２８日（金）

第１次

試　験　種　目

第２次

４月１８日（日）

６月２０日（日）

適性検査・論文試験
又は専門論述試験・
人物試験

行 政 Ｂ

試 験 区 分 試　　験　　職　　種 受　　験　　資　　格 受　付　期　間 試　　　験　　　日

大学卒業程度 平成４年４月２日から平成１２年４月１日までに生まれた者。【学歴不問】
または平成１２年４月２日以降に生まれた者で学校教育法による大学（短期大学
を除く）を卒業した者。(令和４年３月３１日までに卒業見込みの者及び人事委員
会が同等の資格があると認める者を含む）
※上記以外の要件として
 「社会福祉」は社会福祉主事の任用資格取得者または取得見込みの者。

 ４月１６日（金）
 　５月３日（月・祝）
 ～５月２１日（金）
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（４）令和３年度採用試験（第１次）会場別受験者数 

Ｒ３ Ｒ２

長　崎
長崎県庁
長崎新聞文化ホール

332 －

東　京 CIVI研修センター日本橋 33 －

大　阪 CIVI研修センター新大阪東 28 －

長　崎
長崎県庁
ホテルニュー長崎
長崎新聞文化ホール

294 351

東　京 CIVI研修センター日本橋 13 23

大　阪 CIVI研修センター新大阪東 9 20

Ⅰ類（男性・女性）
【一般】〔第１回〕

長　崎
長崎県庁
ホテルセントヒル長崎

187 193

Ⅰ類（男性・女性）
【選択（ｻｲﾊﾞｰ・武道）】

長　崎 長崎県警察本部 24 16

Ⅰ類（男性・女性）
【一般】〔第２回〕

長　崎
長崎県庁
長崎県警察本部

9/19 33 38

長　崎 長崎県庁 18 15

佐世保 長崎県立大学（佐世保校） 5 12

長　崎
長崎県庁
長崎新聞文化ホール

139 172

佐世保 長崎県立大学（佐世保校） 45 51

島　原 島原振興局 8 11

高卒程度 事務・技術
下五島 五島振興局 0 1

上五島 五島振興局上五島支所 1 3

壱　岐 壱岐振興局 3 2

対　馬 対馬振興局 4 4

長　崎
長崎県庁
長崎県警察本部
長崎県総合福祉センター

198 190

佐世保 長崎県立大学（佐世保校） 84 95

島　原 島原振興局 24 16

警 察 官 Ⅲ類（男性・女性）
下五島 五島振興局 2 3

上五島 五島振興局上五島支所 1 1

壱　岐 壱岐振興局 8 3

対　馬 対馬振興局 4 12

事務（行政Ｂ） 4/18

大卒程度

受験者数
　 　職　　　種 試験地 　　 会　　　　　場 月／日

事務（行政Ｂを除く）・技術 6/20

警 察 官

7/11

短卒程度 技術 9/26

9/26

10/17

 

 

※職種・会場・月日は、令和３年度実施のものであり、前年度と必ずしも同じではない。 
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（５）職員募集の広報の状況次第 

時　 期 媒　　　  体

総合情報誌 令3.4.13 3,500部を県市町・ハローワーク・学校等へ配布

ポスター 令3.4.13 120枚を県市町・ハローワーク等へ配布

令3.4.29 長崎新聞、西日本新聞　県からのお知らせ

令3.5.2 長崎新聞　紙面広告

令3.7.22 長崎新聞、西日本新聞　県からのお知らせ

令3.9.2 長崎新聞、西日本新聞　県からのお知らせ

令4.2.22 長崎新聞、西日本新聞　県からのお知らせ

令4.3.6 長崎新聞、西日本新聞　紙面広告

令3.4.26～4.30 ＮＢＣラジオ　県庁タイムス

令3.5月号 全世帯広報誌 つたえる県ながさき「情報ひろば」

令3.8月号 全世帯広報誌 つたえる県ながさき「情報ひろば」

令3.7.19～7.23 ＮＢＣラジオ　県庁タイムス

令3.8.30～9.3 ＮＢＣラジオ　県庁タイムス

令4.2.21～2.25 ＮＢＣラジオ　県庁タイムス

令4.3月号 全世帯広報誌 つたえる県ながさき「情報ひろば」

説明会
（人事委員会事務局主催）

令4.1.7 長崎県職員Webおしごとトーク2022（職種別）

令3.4.26 九州大学　九州大学地方公務員採用試験リモート説明会

令3.10.27 長崎県立大学　NAGASAKI県立大学OBOG座談会

令3.12.2 山口大学　オンラインながさき研究会

令3.12.5 NAGASAKIしごとみらい博

令3.12.7 長崎北高　未来人財セミナー（出前授業）

令3.12.15 長崎県立大学 オンライン職種別業界セミナー

令3.12.25 大学生協公務員合同業務説明会（オンライン）

令3.12.27 長崎県庁の仕事と魅力発見セミナー

令4.1.27 東京アカデミー長崎校 出張業務説明会

令4.1.31 立命館大学 キャリアフォーラム（オンライン）

令4.2.10 ＬＥＣ日野校　業務説明会

令4.2.14 宮崎大学 合同企業・業界研究セミナー（オンライン）

令4.3.2 熊本大学　学内企業・公務員説明会（オンライン）

令4.3.4 マイナビ　就活セミナー

令4.3.8 リクナビ 合同企業説明会

令4.3.10 鹿児島大学 個別企業説明会（オンライン）

令4.3.16 北九州市立大学 学内個別企業説明会（オンライン）

令4.3.22 長崎公務員専門学校　業務説明会

令4.3.23 ハムなび オンライン公務員フォーラム

令4.3.31 福岡大学　学内個別企業説明会（オンライン）

通年 県ホームーページ（人事委員会事務局）

通年 職員採用ポータルサイト

通年 人事委員会事務局フェイスブック

通年 人事委員会事務局ツイッター

令3.4月～5月 転職者向け就職情報サイト 「マイナビ転職」

令3.4月～5月 転職者向け就職情報サイト 「リクナビNEXT」

令3.4月～10月 新卒・既卒向け就職情報サイト 「マイナビ2022」

令3.4月～10月 新卒・既卒向け就職情報サイト 「リクナビ2022」

令3.5月～8月 ながさき県内就職応援サイト「Ｎなび」

令4.2月～3月 ながさき県内就職応援サイト「Ｎなび」

令4.2月～3月 新卒・既卒向け就職情報サイト 「マイナビ2023」

令4.2月～3月 新卒・既卒向け就職情報サイト 「リクナビ2023」

インターネット

新聞

県広報

採用ガイダンス
（人事委員会事務局主催）

令4.3.11 長崎県職員Web採用ガイダンス＆座談会

説明会
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２ 過去の採用試験の状況及び推移 
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３ 職員の任用に関する規則等の改正状況 

  なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

３ 職員の任用に関する規則等の改正状況 

  なし 
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第２節 採用選考 

 

１ 選考により採用することができる職の指定状況（令和３年度） 

 

 人事委員会が認める職 

  

・社会福祉（民間企業等職務経験者）                 令和３年４月承認 

 ・一般事務、土木、建築（就職氷河期世代）              令和３年６月承認 

 ・教育事務（就職氷河期世代）                    令和３年６月承認 

 ・警察官（海技士）                         令和３年５月、７月承認 

 ・警察官（サイバー犯罪特別捜査官）                 令和３年７月承認 

 

 （参考） 

  ○ 選考により採用することができる職（昭和４９．１０．１５人事委員会告示第２号） 

 

職員の任用に関する規則（昭和３３年長崎県人事委員会規則第１０号。以下「任用規則」 

という。）第３９条の規定に基づき、選考により採用することができる職を次のように定め 

る。 

なお、選考により採用又は昇任させる職（昭和３３年長崎県人事委員会告示第１号）は、 

廃止する。 

 

選考により採用することができる職 

１ 任用規則第４条第４号に掲げる職 

（１）免許を必要とする職 

医師 歯科医師 獣医師 薬剤師 診療放射線技師 臨床検査技師 理学療法士 

作業療法士 言語聴覚士 保健師 看護師  准看護師 職業訓練指導員 海技従事者 

無線従事者 ヘリコプター操縦士 

（２）資格を必要とする職 

司書 児童自立支援専門員 児童生活支援員 学芸員 心理判定及び相談調査に従事 

する者 

（３）学識又は経験等を必要とする職 

通訳又は翻訳に従事する者 速記に従事する者 文化財保護に従事する者 研究員 

海技従事者 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第５７条に規定する単純な労 

務に雇用される者 

２ 任用規則第４条第４号及び第７号に掲げる職 

１に掲げる職以外の職でこれらに類する職と人事委員会が認めるもの 
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２ 採用選考の実施状況（令和３年度） 

区 分 職  名 人数 （人） 

 免許を必要 

 とする職 

 医師 ３ 

 歯科医師  

 獣医師 ５ 

 薬剤師 ４ 

 診療放射線技師  

 臨床検査技師  

 理学療法士  

 作業療法士 １ 

 言語聴覚士  

 保健師 ８ 

 看護師  

 准看護師  

 職業訓練指導員 １ 

 海技従事者 ４ 

 無線従事者  

 ヘリコプター操縦士  

 ２６ 

 資格を必要 

 とする職 

 司書  

 児童自立支援専門員  

 児童生活支援員  

 学芸員  

 心理判定及び相談調査に従事する者 ７ 

 ７ 

 
 学識又は経験等 

 を必要とする職 

 通訳又は翻訳に従事する者  

 速記に従事する者  

 文化財保護に従事する者 ２ 

 研究員 ３ 

海技従事者  

地方公務員法（昭和25年法律第261号） 
 第57条に規定する単純な労務に雇用される者 

１６ 

 ２１ 
 

 人事委員会が 

 認める職 

身体、精神及び知的障害を対象とした一般事務 ２ 

身体、精神及び知的障害を対象とした教育事務 １ 

身体、精神及び知的障害を対象とした警察事務  

行政（民間企業等職務経験者） ５ 

社会福祉、土木、建築（民間企業等職務経験者） ４ 

行政（海外活動等経験者）  

一般事務（就職氷河期世代） ４ 

建築（就職氷河期世代） １ 

教育事務（就職氷河期世代） １ 

警察官（海技士） １ 

警察官（サイバー犯罪特別捜査官） １ 

 ２０ 

 人事交流等 ６３ 

合   計 １３７ 
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（部局別内訳） 

部局名 職  名 人数 （人） 

知   事  医師   ３ 

 獣医師   ５ 

 薬剤師   ４ 

 作業療法士   １ 

 保健師  ８ 

 職業訓練指導員   １ 

 海技従事者   ３  

心理判定及び相談調査に従事する者   ７ 

 研究員   ３ 

現業職員（農事員・窯業技術員）   ２ 

 身体、精神及び知的障害を対象とした一般事務   ２ 

行政（民間企業等職務経験者）   ５ 

 社会福祉、土木、建築（民間企業等職務経験者）   ４ 

一般事務（就職氷河期世代）   ４ 

 建築（就職氷河期世代）   １ 

 人事交流等 ２０ 

 ７３ 

警察本部 警察官（海技士）       １ 

 警察官（サイバー犯罪特別捜査官） １ 

 人事交流等 ２３ 

  ２５ 

 教育委員会  文化財保護に従事する者 ２ 

海技従事者 １ 

身体、精神及び知的障害を対象とした教育事務 １ 

教育事務（就職氷河期世代） １ 

人事交流等 ２０ 

 ２５ 

 交 通 局  運転技師 

 

１４ 

 

 
 １４ 

 合   計 １３７ 
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第３節 民間企業等職務経験者の採用 

 

１ 民間企業等職務経験者採用選考 

    優秀で多様な人材の確保のために、民間の感覚・発想・手法を備えた、高度な専門的知識や能力を

有する民間企業等職務経験者の採用選考を、平成１２年度から実施している。 

年度 職 種 応募者 合格者 実務経験 年齢制限 職 務 内 容 

H21 

一般事務（補佐・係長級） 

一般事務（係長級・主事） 

土木職（補佐・係長級） 

建築職（補佐・係長級） 

電気職（補佐・係長級） 

〃 

機械設備職（補佐・係長級） 

１２ 

１０ 

３２ 

 １ 

 ０ 

 ０ 

 ３ 

  １ 

 なし 

  １ 

  １ 

 なし 

 なし 

 なし 

 10年以上 

 5年以上 

 15年以上 

 10年以上 

 15年以上 

 10年以上 

 10年以上 

   ～60未満 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 物産振興 

 商工振興 

 施設管理 

 構造審査 

 ダム管理 

 設備審査 

 建築確認審査等 

H22 電気職（補佐・係長級）  ０  なし  15年以上    ～60未満  ダム管理 

H23 
土木職（補佐・係長級） 

建築職（係長級･技師） 

 

 ３ 

 １ 

 

 

   ２ 

   １ 

   

 15年以上 

 10年以上 

  

 

～60未満 

～60未満 

 調査･設計・現場管理等 

 設計･工事監理 

  

 
H28 行政（主任主事級以下） ９８   ３  5年以上 ～59未満  一般行政事務 

H29 行政（主任主事級以下） ７６   ３  5年以上 ～59未満  一般行政事務 

H30 行政（主任主事級以下） １２８   ３  5年以上 ～59未満  一般行政事務 

R1 
行政（主任主事級以下） 

社会福祉（主任主事級以下） 

１３４ 

  ７ 

  ４ 

  １ 
 5年以上 ～59未満 

 一般行政事務 

相談対応・企画立案等 

R2 

行政（主任主事級以下） 

社会福祉（主任主事級以下） 

土木（主任技師級以下） 

１２６ 

  ５ 

   ３ 

  ６ 

  １ 

    ２ 

 5年以上 ～59未満 

 一般行政事務 

相談対応・企画立案等 

指導、監督、設計等 

R3 

行政（主任主事級以下） 

社会福祉（主任主事級以下） 

土木（主任技師級以下） 

建築（主任技師級以下） 

９７ 

 ５ 

 ４ 

 １ 

  ７ 

  １ 

  ２ 

  １ 

 5年以上 ～59未満 

一般行政事務 

相談対応・企画立案等 

指導、監督、設計等 

指導、監督、設計等 

※平成２４年度から平成２７年度までは、採用選考の実績なし 

※年齢制限は、試験実施年度の４月１日時点の年齢。 

 

２ 海外活動等経験者採用選考 

グローバルな視点を持った国際経験豊富な人材を確保するため、海外活動経験者を対象とした採用

選考を平成２８年度から実施している。 

年度 職 種 応募者 合格者 実務経験 年齢制限 職 務 内 容 

H28 行政（主任主事級以下） １１ １  1年以上 ～59未満  一般行政事務 

H29 行政（主任主事級以下） ９ １  1年以上 ～59未満  一般行政事務 

H30 行政（主任主事級以下） １７ １  1年以上 ～59未満  一般行政事務 

R1 行政（主任主事級以下） １７ １  1年以上 ～59未満  一般行政事務 

R2 行政（主任主事級以下） ２４ ４  1年以上 ～59未満  一般行政事務 

R3 行政（主任主事級以下） １０ ０  1年以上 ～59未満  一般行政事務 

※年齢制限は、試験実施年度の４月１日時点の年齢。 
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３ 任期付職員の採用選考 

    専門的な知識経験又は優れた見識を有する者の任期付採用を、平成１４年度から実施している。 

年 度 採 用 す る 職 任   期 備 考 

２８ 長崎県職員（主事）（法務担当） 

長崎県職員（技師）（土木） 

長崎県職員（技師）（土木） 

長崎県職員（技師）（土木） 

壱岐高校中国語講師 

工業技術センターグリーンニュー 

  ディール技術開発支援室 専門幹 

工業技術センターグリーンニュー 

  ディール技術開発支援室 専門幹 

工業技術センターグリーンニュー 

  ディール技術開発支援室 係長 

H28.8.1  ～H30.3.31（１年８か月間） 

H28.10.1 ～H29.3.31（６か月間） 

H28.10.1 ～H29.3.31（６か月間） 

H28.10.1 ～H29.3.31（６か月間） 

H29.4.1  ～H30.3.31（１年間） 

H29.4.1  ～H31.3.31（２年間） 

H29.4.1  ～H31.3.31（２年間） 

H29.4.1  ～H31.3.31（２年間） 

H29.4.1  ～H30.3.31（１年間） 

H29.4.1  ～H30.3.31（１年間） 

H29.4.1  ～H30.3.31（１年間） 

H29.4.1  ～H30.3.31（１年間） 

H29.4.1  ～H30.3.31（１年間） 

H29.4.1  ～H30.3.31（１年間） 

H29.4.1  ～H31.3.31（２年間） 

 

   

 

 

 

更新 

更新 

更新 

更新 

更新 

更新 

更新 

更新 

更新 

    

 

２９ 長崎東高校英語講師 

壱岐高校中国語講師 

対馬高校韓国語講師 

工業技術センター所長 

危機管理課参事 

総務文書課参事（法務担当） 

H30.4.1  ～H31.3.31（１年間） 

H30.4.1  ～H31.3.31（１年間） 

H30.4.1  ～H31.3.31（１年間） 

H30.4.1  ～H33.3.31（３年間） 

H30.4.1  ～H32.3.31（２年間） 

H30.4.1  ～H31.3.31（１年間） 

更新 

 

更新 

 

更新 

更新 

３０ 長崎東高校英語講師 

対馬高校韓国語講師 

対馬高校韓国語講師 

壱岐高校中国語講師 

総務文書課参事（法務担当） 

産業労働部政策監 

H31.4.1 ～ R4.3.31（３年間） 

H31.4.1 ～ R2.3.31（１年間） 

H31.4.1 ～ R3.3.31（２年間） 

H31.4.1 ～ R2.3.31（１年間） 

H31.4.1 ～ R3.3.31（２年間） 

H31.4.1 ～ R3.3.31（２年間） 

 

更新 

 

 

 

 

長崎県職員（技師）（土木） 

長崎県職員（技師）（土木） 

長崎県職員（技師）（土木） 

長崎県職員（技師）（土木） 

長崎県職員（技師）（土木） 

長崎県職員（技師）（土木） 

文化財保護に従事する者 
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年 度 採 用 す る 職 任   期 備 考 

３１ 危機管理課参事 

対馬高校韓国語講師 

長崎振興局保健部長 

R2.4.1 ～ R5.3.31（３年間） 

R2.4.1 ～ R3.3.31（１年間） 

R2.4.1 ～ R5.3.31（３年間） 

 

 

更新 

２ 壱岐高校中国語講師 

壱岐高校中国語講師 

対馬高校韓国語講師 

総務文書課参事（法務担当） 

工業技術センター所長 

産業労働部政策監 

R2.12.24～ R3.3.31（４か月間） 

R3.4.1 ～ R4.3.31（１年間）※ 

R3.4.1 ～ R4.3.31（１年間） 

R3.4.1 ～ R6.3.31（３年間） 

R3.4.1 ～ R4.3.31（１年間） 

R3.4.1 ～ R5.3.31（２年間） 

 

※新型コロナウイルス感染症の影響に 

より渡航できず、採用できなかっ

た。 

 

 

更新 

更新 

更新 

更新 

３ 対馬振興局保健部長 

対馬高校韓国語講師 

工業技術センター所長 

長崎東高校英語講師 

長崎図書館長 

壱岐高校中国語講師 

R3.6.1  ～ R8.3.31（４年10か月間） 

R4.4.1 ～ R5.3.31（１年間） 

R4.4.1 ～ R5.3.31（１年間） 

R4.4.1 ～ R7.3.31（３年間） 

R4.4.1 ～ R7.3.31（３年間） 

R4.4.1 ～ R5.3.31（１年間）※ 

 

※新型コロナウイルス感染症の影響 

 により、当初の任用開始日に着任 

 できていないため、任用期間を変 

更予定。 

 

更新 

更新 
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第４節 昇任試験 

 

（１）令和３年度昇任試験実施結果                                        
 

    合  格  者  数   

  受験者数 第１次試験 第２次試験 第３次試験 最終合格率 

  人 人 人 人 ％ 

警部昇任試験 463 111 50 35 7.5  

警部補昇任試験 615 148 86 65 10.6  

巡査部長昇任試験 718 155 100 80 11.1  

 

 

（２）令和３年度昇任試験実施日 

  第１次試験 第２試験 第３次試験 

警部昇任試験 令 3.4.13 令 3.4.22 令 3.6.9 

警部補昇任試験 令 3.4.13 令 3.4.26 令 3.6.1～2 

巡査部長昇任試験 令 3.4.14 令 3.4.27 令 3.6.7～8 

 

 

 

 

第５節 昇任選考の実施状況（令和３年度） 

（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主任主事級 係長級 課長補佐級 課長級 次長級 部長級 主任主事級 巡査部長 警部補 警部

知 事 89 132 62 16 3 94

議 会 1 2 1 1

人 事 委 員 会 1

監 査 事 務 局 1 1

選 挙 管 理 委 員 会

県 南 部 海 区 漁 業 調 整 委 員 会

県 北 部 海 区 漁 業 調 整 委 員 会 1

対 馬 海 区 漁 業 調 整 委 員 会

五 島 海 区 漁 業 調 整 委 員 会

教 育 委 員 会 5 4 5 1 6

学 校 5 26 5 15

警 察 本 部 11 8 3 23 15

交 通 局 3 1 1

合 計 1 115 174 76 41 4 131 0 0 0

委 任 分
部 局 名

人事委員会選考分
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第６章 給与関係 

 

 人事委員会は、職員の給与水準の検討に当たり、毎年４月時点で職員給与の実態、民間事業従事者の給

与について調査を実施し、国及び他の地方公共団体の職員の給与、生計費並びに人事院勧告等職員の給与

等の決定に関係がある諸種の要件について調査検討を行い、職員の給与について報告及び勧告を行ってい

る。 

 
１ 職員給与の実態 

（１） 職員の給料表別職員数、平均年齢及び平均経験年数 

 

（２） 職員の給料表別平均給与月額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療職給料表（三） 121 126 43.4 　 43.0 　 20.7

医療職給料表（二） 234 235 43.2 　 43.2 　 19.4

医療職給料表（一） 23 24 46.3 　 47.5 　 21.3

研究職給料表 181 177 43.0 　 43.0 　 19.5

教育職給料表（三） 7,528 7,432 45.4 　 45.0 　 22.4

教育職給料表（二） 3,212 3,190 44.6 　 44.5 　 21.9

海事職給料表 80 79 45.0 　 45.3 　 25.7

公安職給料表 3,059 3,056 38.1 　 38.0 　 16.7

行政職給料表　 4,266 4,232 42.4 　 42.2 　 20.6

全 給 料 表

人 人 歳 歳 年

18,704 18,551 43.3 　 43.1 　

　　　　　 区　 分

 給　料　表

職 員 数 平 均 年 齢

平均経験年数

令和２年４月 令和３年４月 令和２年４月 令和３年４月

20.9

（注）１　｢給料｣には、給料の調整額、教職調整額、平成18年の給料表切替えに伴う経過措置額を含む。

　　　２　｢その他」は、初任給調整手当、単身赴任手当（基礎額）、特地勤務手当等である。

　　　３　（　）内は、特例条例に基づく減額後の額を示す。

7,223 361,956 

(340,578) (3,024) (7,208) (361,659)
医療職給料表（三）

340,857 
4,425 

3,027 
2,545 3,879 

16,399 387,457 

(348,054) (2,707) (16,393) (386,970)
医療職給料表（二）

348,531 
11,434 

2,711 
3,356 5,026 

273,885 931,566 

(501,186) (88,765) (273,815) (923,195)
医療職給料表（一）

508,342 
6,313 

89,910 
47,283 5,833 

592 396,160 

(369,061) (2,648) (592) (395,899)
研究職給料表

369,320 
11,280 

2,650 
5,379 6,939 

10,384 410,721 

(374,951) (2,629) (10,367) (409,425)
教育職給料表（三）

376,223 
8,624 

2,636 
6,608 6,246 

6,812 414,831 

(383,105) (2,258) (6,805) (414,240)
教育職給料表（二）

383,685 
10,716 

2,262 
3,590 7,766 

7,791 399,559 

(362,760) (9,257) (7,791) (398,895)
海事職給料表

363,405 
14,690 

9,276 
3,251 1,146 

7,613 355,438 

(321,475) (4,690) (7,611) (355,194)
公安職給料表

321,712 
14,909 

4,695 
1,603 4,906 

5,711 
6,802 360,263 

(323,918) (6,210) (6,798) (359,371)

390,670 

(355,383) (3,865) (8,778) (389,782)
6,117 

8,787 

行政職給料表　
324,787 

10,470 
6,229 

6,264 

356,252 
10,495 

3,875 
5,144 

そ の 他 合 計

全 給 料 表

円 円 円 円 円 円 円

             区 分
 給 料 表

給 料 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当
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２ 民間給与の実態 

（１）職種別民間給与実態調査の実施状況（令和３年） 

項   目 状 況 備 考 

調 査 対 象  企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以上の事業所  

調査事業所数 

 

 

 

○調査完了事業所の産業別状況 

産   業 事業所数 割合 

農業，林業、漁業 ２ 1.7 

鉱業，採石業，砂利採取業、建設業 １０ 8.3 

製造業 ５３ 43.8 

電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業 １６ 13.2 

卸売業，小売業 ７ 5.8 

金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業 ５ 4.1 

教育，学習支援業、医療，福祉、サービス業 ２８ 23.1 

合計 １２１ 100.0 

 

○調査完了事業所の企業規模・事業所規模別状況 

従業数区分 
企業規模 事業所規模 

事業所数 割合 事業所数 割合 

500人以上 ３４ 28.1  ５ 4.2 

100～499 人 ５６ 46.3  ４７ 38.8 

5 0～ 9 9 人  ３１ 25.6  ６９ 57.0 

合 計 １２１ 100.0 １２１ 100.0 
 

区分 事業所数 従業員数 

対象事業所数 ３７６事業所 

（国）54,157 

47,416人 

標本事業所数 １４４事業所 

（国）11,803 

24,427人 

調査完了事業所数 

（うち） 

１２１事業所 

（国） 9,583 

19,957人 

 人事委員会調査   ８９事業所  

 人事院等調査      ３２事業所 

地域 
事業 

所数 
割合 

  
地域 

事業 

所数 
割合 

県 

南 

長崎 ５４ 44.6 

県 

北 

佐世保 １５ 12.4 

西海  ４  3.3 東彼  ６  5.0 

西彼   ６   5.0 平戸   １ 0.8 

諫早 １２  9.9 松浦   ４ 3.3 

大村 ９   7.4 北松   １ 0.8 

島原  ３   2.5 小計 ２７ 22.3 

雲仙  ３   2.5 

離 

島 

五島   １ 0.8 

南島原   ０  0.0 壱岐 ０ 0.0 

小計 ９１  75.2 対馬   ０ 0.0 

 

 

南松 ２ 1.7 

小計   ３ 2.5 

   合計 １２１ 100.0 

 

 

 

 

調査不能 

２３事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○調査完了事業所の地域別状況 
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項  目 状 況 備 考 

調査員 本県人事委員会職員 １０名 

ほか、人事院・他県市人事委員会職員 

 

調査項目  

① 常勤の従業員総数 

② 職種別調査実人員（調査指定職種５４職種 

（うち初任給関係１２職種）） 

事務・技術  ２２職種 4,678人 

その他    ３２職種 241人 

計 4,919人 

 
 
③ 本年の採用状況及び初任給月額 

④ きまって支給する給与総額 

⑤ 賞与及び臨時給与等の支払状況 

⑥ 本年の給与改定等の状況 

⑦ 各種手当の支給状況等 

（家族手当、在宅勤務者に対する通勤手当） 

⑧ 高齢者雇用施策等の状況 

 

 

 

 

 

 

「その他」 

技能労務、

研 究 、 教

育、海事関

係 

調査期間 令和３年４月２６日～令和３年６月２２日（５８日間）  
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（２）民間給与の状況（令和３年） 

① 職種別、学歴別、企業規模別初任給 

175,125

168,000

152,000

178,250

新 卒 事 務 員

新 卒 技 術 者

新 卒 事 務 員 ・
技 術 者 計

153,000

大 学 卒

短 大 卒

155,000

164,667

高 校 卒

大 学 卒

158,861

197,607

100 人 未 満

184,500

158,000

学 歴 規 模 計 500 人 以 上
100 人 以 上
500 人 未 満

196,055

162,097

202,503

163,002

186,386

-

円 円 円

短 大 卒

高 校 卒

184,471

163,466

職 種

円

高 校 卒

196,978

177,975

162,686

大 学 卒

短 大 卒 181,600

161,649

150,772

193,469

181,600

162,575

191,206

163,332

207,551

188,771

167,175

166,244

204,909

180,272

 

(注) 金額は、基本給のほか事業所の従業員に一律に支給される給与を含めた額（採用の

ある事業所の平均）であり、時間外手当、家族手当、通勤手当等、特定の者にのみ支

給される給与は除いている。 

備考  職員の場合、行政職の現行初任給（事務・技術共通）は、大学卒182,200円、短大

卒163,100円、高校卒150,600円である。 

 

② 企業規模別、職種別給与額 

（歳） （円） （円） （円） （円）

414,804

363,677

495,495

*

359,080

344,262

442,591

428,280

100人未満

－

*

454,355

238,763

500人未満

330,167

283,676

236,830

214,902

385,720 269,485

45.3 318,338 345,750 245,922

39.0 263,784 275,666 254,666

318,017

42.1 419,030 423,294

48.6 413,182 457,108 309,707

628,486 692,959 474,048

40.6 346,270

規模計 500人以上

43.4 362,062 379,526 343,860

423,832

43.4 379,245 411,219

419,213

562,774 595,469 432,323

100人以上

720,617 500,833支 店 長

事 務 部 次 長

技 術 部 長

事 務 部 長

工 場 長

52.8

職 種
平均年齢

663,896

技 術 係 長

事 務 係 長

技 術 課 長 代 理

事 務 課 長 代 理

50.9

53.1

52.7

51.2

52.2

47.9

50.3

技 術 部 次 長

技 術 係 員

事 務 係 員

技 術 主 任

事 務 主 任

技 術 課 長

事 務 課 長

594,411 * －

561,944 653,345 529,440

47.5 429,695 500,047 410,937

576,622 692,456 490,098

575,873 627,526 491,721

517,841 566,382

 
（注） １ 金額は、きまって支給する給与から、時間外手当を除いたものである。 

    ２ 「＊」は、調査実人員が１人の場合である。 
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３ 人事委員会報告及び勧告の状況（令和３年） 

 

Ⅰ 職員の給与に関する報告及び勧告 

 (１)本年の給与改定等 

項 目 状 況 

報告及び勧告日 令和３年１０月７日（木） 

公 民 較 差 

（行政職） 

公民較差              （参考）官民較差（国） 

  公民較差 

（行政職） 

  官民較差 

（行政職） 

減額前 
率 △０．０３％ 

率 ０．００％ 
金額 △１１７円 

減額後 
率 ０．２２％ 

金額 １９円 
金額   ８０１円 

 

 

勧 告 

 

１ 職員の給与に関する条例の改正 

期末手当の支給割合を次のとおり改定すること。 

(1) 令和３年 12 月期 

ア 特定幹部職員以外の職員 

期末手当の支給割合を 1.125 月分（再任用職員にあっては、0.625 月分）  

とすること。 

イ 特定幹部職員 

期末手当の支給割合を 0.925 月分（再任用職員にあっては、0.525 月分）  

とすること。 

(2) 令和４年６月期以降 

ア 特定幹部職員以外の職員 

６月及び 12 月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ 1.2 月分（再 

任用職員にあっては、それぞれ 0.675 月分）とすること。 

イ 特定幹部職員 

６月及び 12 月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ 1.0 月分（再 

任用職員にあっては、それぞれ 0.575 月分）とすること。 

 

２ 市町村立学校県費負担教職員の給与等に関する条例の改正 

期末手当の支給割合を次のとおり改定すること。 

(1) 令和３年 12 月期 

期末手当の支給割合を 1.125 月分（再任用職員にあっては、0.625 月分） 

とすること。 

(2) 令和４年６月期以降 

６月及び 12 月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ 1.2 月分（再 

任用職員にあっては、それぞれ 0.675 月分） とすること。 

 

３ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の改正 

特定任期付職員の期末手当の支給割合を次のとおり改定すること。 

(1) 令和３年 12 月期 

期末手当の支給割合を 1.575 月分とすること。 

(2) 令和４年６月期以降 

６月及び 12 月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ 1.625 月分と 

すること。 
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４ 改定の実施時期 

この勧告を実施するための条例の公布の日の属する月の翌月の初日（公布の 

日が月の初日であるときは、その日）とすること。ただし、令和４年度以降の 

期末・勤勉手当の支給割合については、令和４年４月１日から実施すること。 

 

 

給与改定の内容 

 

 

（1）諸手当 

 

① 期末・勤勉手当 

年間の支給月数 4.45 月分 → 4.30 月分（一般職員の場合） 

 6 月期 12 月期 

令和３年度  期末手当 

勤勉手当 

 1.275 月（支給済み） 

 0 .9 5 月（支給済み） 

1.125 月（現行 1.275 月） 

0 .9 5 月（改定なし） 

４年度  期末手当 

以降 勤勉手当 

1 . 2 0 月 

0.95 月 

1 . 2 0 月 

0.95 月 

 

 

 

勧告どおり改定
された場合の１
人当たりの改定
状況 

 

給与月額         行政職（人員 4,232 人、平均年齢 42.2 歳） 

区 分 現行 改定後 改定額 改定率 

計 360,263 円 360,263 円   - 円 - 

給料の月額 324,787 円 324,787 円   - 円 - 

諸 手 当  35,476 円  35,476 円   - 円 - 

（参考） 

区 分 現行 改定後 改定額 改定率 

年間給与 5,953 千円 5,898 千円 △55 千円 △0.92％ 
 

 

 

Ⅱ 職員の人事管理に関する報告 

（１）人材の確保及び育成 

項 目 状 況 

人材の確保 求める人材像や公務の魅力を積極的に発信するとともに、採用試験についても

必要な見直しを行い、優れた資質を持つ有為の人材の確保に引き続き取り組む 

障害者雇用については、法定雇用率の達成はもとより、障害のある職員がやり

がいを持って安心して働き続けられる支援体制の充実や職務環境の整備などを進

める必要 

人材の育成 管理職の人材育成や職員自らのキャリア形成意識を高め、業務遂行能力やマネジ

メント能力を有する人材の育成を図るとともに、デジタル改革を加速度的に進める

ために必要な人材を育成していく必要 

引き続き、意欲と能力のある女性職員の育成・登用に向けた取組を更に進める必

要 

能力・実績に基

づく人事管理の

推進 

 透明性・納得性・客観性が確保された人事評価制度として運用に努め、評価結果

を任用、給与等に適切に反映しながら、能力・実績に基づく人事管理を推進してい

く必要 
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（２）働き方改革と勤務環境の整備 

項 目 状 況 

多様で柔軟な働

き方の推進 

ワーク・ライフ・バランスの実現による職員の意欲の向上や、業務の効率化によ

る生産性向上などの観点から、多様で柔軟な働き方を推進していくことが重要 

テレワーク等の効果的な活用等の検討を進めるとともに、積極的な活用に取り組

む必要 

長時間労働の是

正 

勤務時間の適正な把握、管理に努め、業務の合理化・効率化を進める取組を、こ

れまで以上に推進していく必要 

時間外勤務命令の必要性を十分検討するとともに、時間外勤務の上限規制を踏ま

え、マネジメントの強化を更に進める必要 

仕事と家庭生活

の両立支援 

男性職員が、両立支援のための休暇や休業を取得しやすい環境づくりを推進して

いくことが重要 

人事院が行った、育児休業の取得回数制限を緩和する意見の申出や不妊治療のた

めの休暇の新設等についての報告を踏まえ、国及び他の都道府県の動向を注視しな

がら検討を進める必要 

心の健康づくり 長時間の時間外勤務を行った職員に対し、医師の面接指導など今後も適切な措置

を講じていく必要 

ストレスチェック制度を活用して、職員のストレス軽減につながる取組を継続し

て実施していく必要 

ハラスメント防

止対策 

管理職員をはじめ全ての職員の意識啓発と知識の向上を図り、良好な職場環境づ

くりを推進していく必要 

 

（３）定年の引上げ 

国及び他の都道府県の動向を注視しながら、令和５年４月の施行に向けて、制度の構築並びに円 

滑な制度導入に取り組む必要 
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４ 給与関係規則等の制定・改廃の状況（令和３年度） 

公布年月日 規 則  事   項 

令 3．8．17 職員の給料等の支給に関する規

則の一部を改正する規則 

（令 3．4．1適用） 

 

〇令和３年４月１日付、組織改正に伴い、管理職

手当の支給額について改正を行うもの。 

 

令 3．12．28 職員の給料等の支給に関する規

則の一部を改正する規則 

 （令 3．4．1適用） 

〇期末・勤勉手当の基準日前１箇月以内に退職し

た職員のうち、期末・勤勉手当を支給しない職

員を定める規定について、基準日までに支給要

件を満たしていない会計年度任用職員になった

職員に対して、退職した職員として期末・勤勉

手当を支給するよう改正を行うもの。 

 

令 4．3．25 会計年度任用職員の報酬等に関

する規則の一部を改正する規則 

 （令 4．4．1施行） 

 

〇職種別基準表に定める会計年度任用職員の職種

又は職名の新設を行うため、所要の改正を行う

もの。 

 

令 4．3．25 初任給、昇格、昇給等の基準に

関する規則の一部を改正する規

則 

（令 4．3．25施行） 

 

〇長崎県警察本部の組織改正に伴い、級別職務表

について改正を行うもの。 

令 4．3．25 へき地手当等の支給に関する規

則の一部を改正する規則 

（令 4．4．1施行） 

〇へき地教育振興法施行規則第 13 条に基づくへき

地手当の級地指定の見直しに伴い、所要の改正

を行うもの。 

 

令 4．3．25 特地勤務手当等の支給に関する

規則の一部を改正する規則 

（令 4．4．1施行） 

〇へき地手当の級地指定の見直しに伴い、特地勤

務手当についてもへき地手当に準じた級地指定

の見直しを行い、所要の改正を行うもの。 

 

令 4．3．31 職員の旅費支給に関する規則の

一部を改正する規則 

（令 4．4．1施行） 

 

〇特地公署の級地指定の見直しに伴い、帰住旅費

の支給対象公署について、所要の改正を行うも

の。 

令 4．3．31 職員の給料等の支給に関する規

則等の一部を改正する規則 

（令 4．4．1施行） 

〇組織改正等に伴い、下記人事委員会規則の改正

を行うもの。 

 

職員の給料等の支給に関する規則 

組織改正に伴い、管理職手当の区分について

改正 

 

一般職員の特殊勤務手当の支給に関する規則 

組織改正に伴い、関係部分を改正 

有害物取扱手当を支給する勤務箇所の追加 

 

初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則 

組織改正に伴い、級別職務表について改正 



- 46 - 

 特地勤務手当等の支給に関する規則 

  派遣先の変更に伴い、特地勤務手当を支給す

る特地公署について改正 

令 4．3．31 職員の退職手当に関する条例施

行規則の一部を改正する規則 

（令 4．3．31施行） 

 

〇失業者の退職手当関係様式について、押印を廃

止するため、所要の改正を行うもの。 
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第７章 公平審査関係 

 

１ 不利益処分についての審査請求に関する規則等の改正状況 

 

 

 

 

２ 勤務条件に関する措置要求の状況 

勤務条件に関する措置要求の係属状況                  ※（ ）内は事案数 

区  分 
令和２年度末の 

係 属 件 数 

令和３年度中の 

要 求 件 数 

令和３年度中の 

終 結 件 数 

令和４年度への 

繰 越 件 数 

県 

 

分 

給 与     

休 暇     

その他     １ １ ２     ０ 

受 託 分     

合    計 １ (１) １ (１) ２ (２) ０ (０) 

 

 

 

 

年 月 日 規 則 名 事   項 

令 4．3．31 勤務条件に関する措置の要求に関す

る 

（令 4.3.31施行） 

〇行政手続きにおける押印見直しに伴い、様式 

に定める「印」を削るもの 

令 4．3．31 不利益処分についての審査請求に関

する規則 

（令4.3.31施行） 

〇行政手続きにおける押印見直しに伴い、様式 

に定める「印」を削るもの 

令 4．3．31 不利益処分についての審査請求に関

する細則 

（令 4.3.31施行） 

〇行政手続きにおける押印見直しに伴い、様式 

に定める「印」を削るもの 

令 4．3．31 公務災害補償の審査の申立てに関す

る規則 

（令 4.3.31施行） 

〇行政手続きにおける押印見直しに伴い、様式 

に定める「印」を削るもの 

令 4．3．31 退職手当の支給制限等処分に係る意

見陳述の機会に関する規則 

（令4.3.31施行） 

〇行政手続きにおける押印見直しに伴い、様式 

に定める「印」を削るもの 
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３  不利益処分についての審査請求の状況 

不利益処分についての審査請求の係属状況                ※（  ）内は事案数 

区   分 
令和２年度末の 

係 属 件 数 

令和３年度中の 

請 求 件 数 

令和３年度中の 

終 結 件 数 

令和４年度への 

繰 越 件 

県 

 

 

 

分 

懲戒 

処分 

争議行為 13,044 (23)  162（0） 12,882 (23) 

そ の 他 3 (3)   3 (3) 

分限処分 2 (2)   2 (2) 

そ の 他     

計 13,049 (28) 0（0） 162（0） 12,887 (28) 

受 

 

託 

 

分 

懲戒処分  1（1）  1（1） 

分限処分     

そ の 他     

計 0（0）    

合  計 13,049（28) １（1） 162 (0) 12,888 (29) 

 
 
４ 職員からの苦情相談 

令和３年度における苦情相談の概要は、次のとおりである。 
 

項     目 県  分 受 託 分 合  計 

辞職、懲戒・分限処分関係 ０ ０ ０ 

勤務時間、休暇、休業、超過勤務関係 ４ ０ ４ 

転 任 、 配 置 換 、 昇 任 関 係 １ ０ １ 

服 務 等 関 係 ０ ０ ０ 

給 与 、 手 当 関 係 １ ０ １ 

い じ め 、 嫌 が ら せ 関 係 ７ ０ ７ 

セ ク ハ ラ 関 係 ０ ０ ０ 

健康安全、執務環境等関係 ３ ０ ３ 

そ の 他 ０ ０ ０ 

合       計 １６ ０ １６ 
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５ 公務災害補償審査請求の状況 

   令和３年度は、公務災害補償審査請求の新規申立はなされず、係属事案もなかった。 

   なお、昭和５２年度以降、公務災害補償審査請求は、係属していない。 

 

 

６ 退職手当の支給制限等処分に係る調査審議の状況 

   退職手当の支給制限等処分に係る調査審議は、平成２１年１２月２５日以後の退職に係る退職  

手当の支給制限等処分が対象となるが、令和３年度は、退職手当管理機関からの諮問はなかった。 

 

７ 公平委員会の事務の受託 

（１）受託している地方公共団体 

    令和３年度に当委員会が公平委員会の事務を受託していた地方公共団体は、８町、８一部事務組合

及び１広域連合の計１７団体である。 

    

 

 【受託町】 
 

№ 地 方 公 共 団 体 名 委託年月日 № 地 方 公 共 団 体 名 委託年月日 

1  長 与 町  昭31.10. 1 5  波 佐 見 町  昭35.11. 1 

2  時 津 町  昭31.10. 1 6  小 値 賀 町  昭31.10. 1 

3  東 彼 杵 町  昭35.11. 1 7  佐 々 町  昭31.10. 1 

4  川 棚 町  昭31. 4. 1 8  新 上 五 島 町  平16. 8. 1 

 

 

 

 【受託一部事務組合等】 
 

№ 地 方 公 共 団 体 名 委託年月日 № 地 方 公 共 団 体 名 委託年月日 

1  有明海自動車航送船組合  昭31. 1. 2 6  県央県南広域環境組合  平11.12.15 

2  東彼地区保健福祉組合  昭31. 4. 1 7  北松北部環境組合  平11.12.15 

3  島原地域広域市町村圏組合  昭46.11. 1 8  長与・時津環境施設組合  平21. 1. 1 

4  県央地域広域市町村圏組合  昭49. 4. 1 9  長崎県後期高齢者医療広域連合  平19. 4. 1 

5  雲仙・南島原保健組合  平 7.11. 1 
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（２）職員団体の登録状況 

令和３年度末現在、公平委員会の事務を受託している地方公共団体関係の職員団体の登録は、 

次の２団体である。 

 

№ 職  員  団  体  名 主たる事務所の所在地 登録年月日 ３年度登録変更 法人格 

1  佐々町職員組合 
 北松浦郡佐々町 

 本田原免168-2 
昭41.12.20  無 

2  新上五島町職員組合 
 南松浦郡新上五島町 

 青方郷1585-1 
平16.12. 1  無 

 

 

  

（３）長崎県が公平委員会の事務を受託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の 

  改正状況 

 

公布年月日 施行年月日 事             項 

令3.6.25 令3.6.25 〇 組織改正等に伴う指定追加 

長与町、有明海自動車航送船組合、東彼地区保健福祉組合、 

北松北部環境組合 

 

※公平委員会の事務を受託している地方公共団体のすべての団体（１７団体）について管理職員等の範

囲を定めている 
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第８章 令和３年度の主な出来事 

月 日（曜日） 出    来    事 

 

４ 

 

９（金） 

１８（日） 

２２（木） 

２６（月） 

２６（月） 

     

 

人事委員会 

県職員（大卒程度）「行政Ｂ」第１次試験 

職員団体会見 

人事委員会 

職種別民間給与実態調査（4/26～6/22） 

 

５ 

 

１１（火） 

１３（木） 

２０（木） 

２５（火） 

３１（月） 

 

人事委員会 

県職員（大卒程度）「行政Ｂ」第２次試験（論文・適性） 

人事委員会 

県職員（大卒程度）「行政Ｂ」第２次試験（面接）（～5/28） 

臨時会本会議（開会） 

 

 

６ 

 

１（火） 

１１（金） 

１８（金） 

２０（日） 

２３（水） 

２４（木） 

３０（水） 

 

 

臨時会本会議（閉会） 

人事委員会 

６月定例会本会儀（開会・議案上程） 

県職員（大卒程度）第１次試験 

人事委員会 

６月定例会本会議（一般質問）（～6/28） 

予算決算委員会（総括質疑） 

 

 

７ 

 

 １（木） 

９（金） 

〃 

１１（日） 

１３（火） 

〃 

２０（火） 

２８（水） 

３１（土） 

 

 

総務委員会（分科会長報告・採決） 

人事委員会 

監査事務局予備監査 

警察官Ⅰ類[第１回]第１次試験 

６月定例会本会議（採決・閉会） 

県職員（大卒程度）第２次試験（論文・適性） 

人事委員会 

県職員（大卒程度）第２次試験（面接）（～8/3） 

県職員（民間/海外）第２次試験（適性・面接）（～8/1） 

 

８ 

 

４（水） 

５（木） 

１１（水） 

１２（木） 

１８（水） 

２０（金） 

２４（火） 

〃 

２５（水） 

３１（火） 

 

 

職員団体会見 

人事委員会  

警察官Ⅰ類[第１回]第２次試験（論文・適性） 

警察官Ⅰ類[第１回]第２次試験（体力）（～8/13） 

人事委員会 

監査委員定期監査 

人事委員会（臨時） 

警察官Ⅰ類[第１回]第２次試験（男性・一般）（面接）（～8/27） 

警察官Ⅰ類[第１回]第２次試験（武道・サイバー及び女性・一般）（面接）（～8/26） 

職員団体会見 
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月 日（曜日） 出   来   事 

 

９ 

  

１（水）  

８（水） 

１０（金） 

１５（水） 

〃 

１６（木） 

１９（日） 

２２（水） 

２４（金） 

〃 

２６（日） 

２７（月） 

 

 

人事委員会 

人事委員会（臨時） 

９月定例会本会議（開会・議案上程） 

職員団体会見 

人事委員会 

９月定例会本会議（一般質問）（～9/21） 

警察官Ⅰ類[第２回]第１次試験 

職員団体会見 

人事委員会（臨時） 

予算決算委員会（総括質疑） 

県職員（短・高卒、氷河期）第１次試験 

総務委員会・予算決算委員会（総務分科会） 

 

 

１０ 

 

５（木）  

７（水） 

〃  

〃  

１３（水） 

１５（金） 

１７（日） 

１８（月） 

２０（水） 

２１（木）

２５（月） 

２６（火） 

 

予算決算委員会（分科会長報告・採択） 

９月定例会本会議（採決・閉会） 

人事委員会（臨時） 

人事委員会報告・勧告 

人事委員会 

予算決算委員会[決算審査]（総括質疑） 

警察官Ⅲ類、障害者対象採用選考第 1次試験 

予算決算委員会[決算審査]（総務分科会） 

県職員（短・高卒、氷河期）第２次試験（論文/作文・適性） 

人事委員会 

予算決算委員会[決算審査]（分科会長報告・採決） 

県職員（短・高卒、氷河期） 第２次試験（面接）（～10/31） 

 

 

１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４（木） 

９（火） 

１０（水） 

１２（金） 

１４（日） 

１６（火） 

１７（水） 

〃 

２６（金） 

 〃 

 

人事委員会 

警察官Ⅲ類・警察官Ⅰ類[第２回]第２次試験（論文/作文・適性） 

警察官Ⅲ類・警察官Ⅰ類[第２回]第２次試験（体力）（～11/11） 

障害者対象採用選考第２次試験（作文・適性） 

障害者対象採用選考第２次試験（面接）（～11/15） 

人事委員会 

警察官Ⅲ類・警察官Ⅰ類[第２回]第２次試験（面接）（～11/22） 

警察官Ⅲ類・警察官Ⅰ類[第２回]（女性）第２次試験（面接）（～11/18） 

１１月定例会本会議（開会・議案上程） 

人事委員会（臨時） 

 

 

１２ 

 

２（木） 

８（水） 

９（木） 

１７（金） 

２１（火） 

〃 

 

 

１１月定例会本会議（一般質問）（～12/6） 

人事委員会 

総務委員会・予算決算委員会（総務分科会） 

予算決算委員会（分科会長報告・採決） 

１１月定例会本会議（採決・閉会） 

人事委員会 
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月 日（曜日） 出   来   事 

 

１ 

 

７（金） 

１２（水） 

２６（水） 

３１（月） 

 

 

 

長崎県職員Ｗｅｂおしごとトーク（職種別）(オンライン） 

人事委員会 

人事委員会 

人事委員会（臨時） 

 

 

２ 

 

１０（木） 

２４（木） 

 

 

人事委員会 

人事委員会 

 

３ 

  

１１（金） 

１４（月） 

１６（水） 

１７（木） 

２２（火） 

２３（水） 

２５（金） 

 ２８（月） 

 ２９（火） 

 ３０（水）  

 

長崎県職員Ｗｅｂ採用ガイダンス＆座談会（オンライン） 

３月定例会本会議（開会・議案上程） 

人事委員会 

３月定例会本会議（一般質問）（～3/18） 

予算決算委員会（総括質疑） 

総務委員会・予算決算委員会（総務分科会） 

職員団体会見 

人事委員会 

予算決算委員会（分科会長報告・採決） 

３月定例会本会議（採決・閉会） 
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